
市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

◆相談件数：延べ1,466件
（目標：延べ1,300件）

◎

◆参加者数：延べ46,505人
（目標：延べ36,000人）

◎

◆配布世帯数：延べ10,048世帯
（目標：延べ10,622世帯）

△

◆グループ援助活動開催件数：1,235回、延べ参加者数：
16,597人、個別援助対象者数：4,292人
（目標：グループ援助活動開催件数：1,150回、延べ参加者
数：13,500人、個別援助対象者数：3,400人）

◎

福祉部　福祉政策
課

池田市
小地域ネットワーク活
動推進事業

「福祉のまちづくり」の実現のため、福祉的援助活動をより身近
な地域単位で実施するものである。これらの活動は、地域住民
や関係者の見守りにより、社会的支援を必要とする人々が地
域で孤立することなく生活することに資する。
○校区福祉委員設置数:11箇所（10小学校区）
○活動内容・個別援助事業:見守り、声かけ、簡単な家事、外
出介助、配食サービス等
○その他:市社会福祉協議会への補助事業。CSWを5名配置。

活動実施地区割合：グループ援助活動
市町村域の100%（11地区中11地区）
個別援助活動　市町村域の70%（11地区
中8地区）

休止していた活動が再開すると共に、新たなつ
ながりづくりの機会として新しいグループ援助
活動を始めた地区もあった。個別援助活動に
ついても、集計の仕方や話し合いの機会の工
夫、他団体との交流会や研修会の開催など、
ネットワーク構築に向けて取り組む地区が増え
た。一方で、担い手不足などで活動の再開に
苦慮している地区や、参加者数の減少で悩む
地区など、課題は多くある。今後も地域の声に
耳を傾け、共生のまちづくりの実現に向けて取
り組みを続けていく。

17,687,000

https://www.cit

y.ikeda.osaka.jp/

soshiki/fukushi/

kourei/fukushish

isaku/keikaku/1

6512.html

福祉部　高齢・福祉
総務課

（理由）
コロナ禍での活動制限が緩和され、各地区の活動が昨年度以上に
元に戻りつつあることにより、グループ援助活動の開催件数が増え
た。また、個別援助活動にも力を入れる地区が少しずつ増えてきてい
る。

57,365

今後も引き続き事業の周知・啓発を進め配布
世帯数が増えるよう努める。

岸和田市
岸和田市きんきゅう
カード整備事業

支援が必要な高齢者等を対象として安心・安全を確保すること
を目的とする。
地区福祉委員会の見守り訪問活動の対象となっている者もしく
は65歳以上の独居高齢者、高齢者世帯、昼間独居世帯等、何
らかの支援を必要とする者を対象に、「かかりつけ医」、「薬剤
情報提供書（写）」、「持病」などの医療情報や「健康保険証
（写）」などの情報を専用の容器に入れ、自宅に保管しておくこ
とで万一の救急時に備える。

新規1,000世帯へのきんきゅうカードの
配布

https://www.cit

y.kishiwada.osak

a.jp/soshiki/31/

kinkyucard.html

（理由）
目標数値を下回った。

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

岸和田市
コミュニティソーシャ
ルワーカー促進配置
事業

市立中学校（11ヵ所）に総合相談窓口を開設し、地域における
高齢者、障害者、ひとり親家庭などの救護を要する者又はその
家族、親族等への支援を通じて、地域の要援護者等の福祉の
向上と自立生活の支援のための保健福祉セーフティネットの構
築を図る。
コミュニティソーシャルワーカー11名（岸和田市社会福祉協議
会1名、高齢福祉施設10名）小地域ネットワーク活動との連携
を基本に、保健・医療・福祉・雇用・就労・住宅・教育等に対する
見守り・発見、相談から適切なサービスへの「つなぎ」の体制づ
くりを行うことを業務とする。

相談件数のうち、専門機関につないだ
り、解決又は支援方針を示すことができ
た件数：総相談件数の90％

擁護を必要としている人は多いものと見られる
ため、引き続き、地域課題の把握に努める。

39,099,500

https://www.cit

y.kishiwada.osak

a.jp/soshiki/31/i

kiikinet.html

福祉部　福祉政策
課

（理由）
目標数値を上回った。

岸和田市
小地域ネットワーク活
動推進事業

社会福祉協議会による地域の高齢者、障害者及び子育て中の
親子などの支援を必要とする人々が安心して生活ができるよ
う、地域住民の参加と協力による、支え合い、助け合い活動を
実施する。
市内24校区の地区福祉委員会が設置されている。
見守り・声かけ訪問・家事援助・軽作業援助等の個別援助活動
や、いきいきサロン・世代間交流・子育て支援等のグループ援
助活動、地域住民に対する広報及び啓発・研修・学習活動を実
施している。

地区福祉委員会の組織率100％（24小
学校区）

今後も引き続き地域特性に応じた地域福祉活
動の支援の充実を図る。

24,345,000

福祉部　福祉政策
課

（理由）
目標数値を上回った。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆延べ相談件数：3,975件、大阪府社会福祉協議会主催
研修の受講者数：5人
（目標：延べ相談件数：5,000件、大阪府社会福祉協議会
主催研修の受講者数：2人）

△

◆参加者数：109人（当日会場参加96名、後日配信参加13
人）
（目標：参加人数：96人(会場定員120人の8割を見込む)）

◎

◆延べ相談件数：3,147件
（目標：3,199件）

○

◆グループ援助活動参加者延べ人数：4,561名、個別援助
活動対象者延べ人数：10,897名
（目標：グループ援助活動参加者延べ人数：3,437名、個別
援助活動対象者延べ人数：11,456名）

○

保険福祉部　福祉
政策課

（理由）
目標に近い数値が結果となったが、コロナ明け後も相談件数は落ち
込んだまま回復の見込み少ない。

泉大津市

アンケートで「大変満足」、「満足」の割
合が回答者のうち９割以上

小地域ネットワーク活
動推進事業

小地域ネットワーク活動事業を推進するコミュニティワーカーを
設置し、地区福祉委員会、自治会、老人クラブ、民生委員児童
委員協議会、ボランティア連絡会等の関係諸団体が参画する
小地域ネットワーク活動推進委員会を中心に、各地区において
福祉活動を支える拠点を設置し、地域において支援を必要とす
る人々に対して、住民主体による必要な事業を行う。
・地区福祉委員会設置数　9か所
・活動内容
　　個別援助活動（声かけ見守り友愛訪問）グループ援助活動
（食事サービス、いきいきサロン、地域リハビリ等）
・その他参考事項
　　社会福祉協議会への補助事業
　　小地域ネットワーク活動のコーディネート等を担当するコミュ
ニティワーカーを3名配置

小地域ネットワーク活動地区推進会の
数：市内９地区中4地区(現在１地区立上
げに向けて準備段階）

支援の必要な独居高齢者や高齢者世帯など、
地域の関係諸機関、団体との情報共有や連携
を図り支援を継続していく。また、小地域ネット
ワーク活動地区推進会を通し、住民主体によ
る活動体制を強化し、支援していく必要があ
る。

23,338,000

保険福祉部　福祉
政策課

（理由）
コロナ明けで活動が再開しているところが増えているため、グループ
援助活動参加者延べ人数が増えている。

泉大津市
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置促進
事業

制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サー
ビスだけでは対応困難な事案の解決や調整に取り組むコミュニ
ティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を設置するいきいきネット相談
支援センター４か所に各１名、社会福祉協議会に基幹型として
1名配置し、地域における見守り、発見、つなぎ機能の強化を
図る。
・CSWの配置人数及び配置場所内訳
　配置人数５名（社会福祉協議会１名、高齢者福祉施設４名）
・CSWの役割、業務内容
　要援護者等に見守り、発見、相談、適切なサービスへのつな
ぎ、要援護者等への福祉サービスの存在、利用方法等に関す
る情報提供、見守りやサービスの調整を図るための会議の開
催　等
・その他参考事項
　社会福祉法人への委託及び社会福祉協議会への補助にて
実施。

相談件数のうち、専門機関に解決又は
支援方向を示すことができた件数：総相
談件数の30 ％

地域における見守り・発見・つなぎなど、各関係
機関の横の連携を強化し、セーフティネットのさ
らなる充実を図り、継続実施していく。

28,790,216

池田市 地域福祉推進事業

令和5年度は第4期池田市地域福祉計画・第5次池田市地域福
祉活動推進計画の初年度であることから、ふくしでまるごとミー
ティングを開催し、市民や関係団体等の地域福祉への意識醸
成を図り、計画の「目標3 地域福祉を支えるひとづくり」の達成
をめざす。
日時：令和5年6月24日（土）
対象：市民、地域福祉活動団体（民生委員児童委員、地区福
祉委員など）PTA、ほか
内容：地域福祉計画・地域福祉活動推進計画についての説
明、大学教授による地域福祉についての講演、福祉活動実践
者の取組紹介、パネルディスカッション、質問・交流タイム

福祉部　高齢・福祉
総務課

福祉部　高齢・福祉
総務課

（理由）
担当地区の変更、および担当者の変更があり、個別相談は約400件
下回った。ただ、新規相談は「本人、家族」からの相談が約5割と増
え、ＬＩＮＥ相談など市広報誌等でのPRの効果は出ていると感じる。今
後も個別支援に加え、地域支援と一体的な支援に力を入れ、取り組
んでいく。

池田市
コミュニティソーシャ
ルワーカー設置事業

地域において、既存の資源を活用し、支援が必要とされる高齢
者・障がい者等の社会的弱者に対する「見守り、発見、相談、
サービス提供への繋ぎ」等を行う。
○ＣＳＷの配置人数及び配置場所別内訳：5名（社会福祉協議
会に全員配置）
○役割、業務内容　①個別支援：福祉制度の谷間に位置し、救
済が受けられない方の相談に乗り、関係機関等と連携しつつ
問題解決を目指す。②地域支援：個別に活動している団体や
市民同士のネットワークを構築し、福祉の充実に努める。
○その他：市社会福祉協議会への委託事業

問題解決率：総相談件数の60％ 今年度の相談件数に対し、おおむね8割は終
結している。CSWは課題解決型支援に加え、
伴走型支援にも取り組んでいる。終結したケー
スであっても。つなぎ戻しや地域の中で孤立す
ることなく安心して、その人らしい生活を送れる
よう、今後も、他機関との連携や地域とのつな
がり、ネットワーク体制構築を意識しながら、事
業を実施していく。 23,000,000

https://www.cit

y.ikeda.osaka.jp/

soshiki/fukushi/

kourei/fukushish

isaku/keikaku/1

6512.html

（理由）
目標数値を達成できたとともに、地域福祉にかかわる様々な年代の
方に参加いただくことができたため。

令和４年度に策定した計画のキックオフイベン
トいう趣旨で実施し、一般市民、専門職、企業
の方など多岐に渡る方々に参加いただけた。
地域福祉にかかわる専門職や地域で活動する
登壇者の体験談や、登壇者を囲んだ意見交換
等を通じ、参加者どうしのつながりを育むこと
ができたものと認識。

220,000
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆グループ援助活動開催件数：762件
（目標：グループ援助活動開催件数：300件）

◎

◆相談件数：226件
（目標：相談件数：250件）

△

◆グループ援助活動開催実数：888回、参加者延べ人数：
37,864人、個別援助対象者実数：8,581人
（目標：グループ援助活動開催実数：400回、参加者延べ
人数：17,000人、個別援助対象者実数：8,000人）

◎

◆相談延べ件数：3,095件、大阪府社会福祉協議会主催
研修・ＣＳＷ養成研修：全員が1回以上
（目標：相談延べ件数：4,000件、大阪府社会福祉協議会
主催研修・ＣＳＷ養成研修：全員が1回以上）

△

健康福祉部福祉総
務課

貝塚市
貝塚市コミュニティ
ソーシャルワーカー
配置促進事業

コミュニティソーシャルワーカーを効率よく機能させ、市域にお
ける高齢者、障害者、ひとり親家庭など、援護を必要とするあら
ゆる人の福祉の増進を図る。
コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場所　3名
（社会福祉協議会に3名）
コミュニティソーシャルワーカーの役割・業務内容　　要援護者
の支援（見守り、相談、地域とのつなぎ等）
その他参考事項　　市社会福祉協議会への補助事業

相談件数のうち、既存の公共サービス
等につないだ割合：令和4年度の実績
36.3％から50％を目指す。

相談件数のうち、既存の公共サービス等につ
ないだ割合：46.9％
相談者の相談内容が複雑化・複合化し、制度
の狭間にいる場合も多く、既存の公共サービス
につなぐことが困難な事例が増えてきている。
引き続き拡大地域ケア会議の定期的な開催、
内容の充実を図るとともに、関係各課、関係機
関等とも連携し、子どもから高齢者まで幅広い
住民に対する支援体制の整備をすすめる。

15,750,000

健康福祉部福祉総
務課

貝塚市
小地域ネットワーク活
動推進事業

高齢者、障害者、子育て中の親子等、自立生活を行う上で支
援を必要とする人々が、安心して地元で生活できるように、地
域で助け合う小地域ネットワーク活動に取り組む。市内全体を
網羅する地区福祉委員会が中心となり事業を進める。
地区福祉委員会設置数　11地区
・活動内容
　個別援助活動（個別台帳の整備・管理、要援護者への見守
り、声かけ訪問活動等）
　グループ援助活動（ふれあいいきいきサロン、地域行事への
招待董）
・その他参考事項
　貝塚市社会福祉協議会への補助事業

小地域ネットワーク活動のサービス協力
員：令和4年度実績の750人から900人を
目指す。

小地域ネットワーク活動のサービス協力員：
830人
新型コロナウイルス感染症の5類移行に伴い、
いきいきサロンやふれあい喫茶等の活動が再
開され、従来と同様の活動（実績）に戻ってきて
いる。今後も地域の交流活動や見守り活動を
充実させ、地域のつながりの強化に取り組む。 15,437,000

（理由）
概ね達成できた。相談件数自体は微減したが、複合化した相談が増
え、一つの相談に対する内容が複雑化している。

健康福祉部　地域
福祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染症による行動制限が無くなり、活動が活発
化した結果、目標を大きく上回る結果となった。

守口市
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置促進
事業

地域における高齢者、障害者、ひとり親家庭など援護を必要と
する者(以下「要援護者」という。)、またはその家族、親族等の
支援を通じて、地域の要援護者等の福祉の向上と自立生活の
支援のための基礎づくりを行い、地域福祉の計画的な推進を
図る。
・コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場所別
内訳：配置人数2名、配置場所：①守口市社会福祉協議会②い
きいきネット相談支援センター③各コミュニティセンター
・コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容：①要援護
者に対する見守り、相談等②セーフティーネット体制づくり③地
域住民活動のコーディネート　等
・社会福祉協議会へ委託

相談件数の９割以上において、専門機
関につなぐ、解決又は支援方針を明示

地域生活課題を抱える人の増加や包括的支援
体制整備に向けた情報発信等によるＣＳＷの
周知によりニーズが高まることを想定し、引き
続き社会福祉協議会への委託による相談業務
を実施するとともに、万全な体制で対応できる
よう体制構築に努める。

10,401,336

健康福祉部　地域
福祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染症による生活困窮等の相談が落ち着いたこ
とで、相談件数が減少したと考えられる。

守口市
小地域ネットワーク活
動推進事業

"自立生活を行う上で支援を要する人が安心して生活できるよ
う、おおむね小学校区に設置されている社会福祉協議会の地
区福祉委員会が中心となって地域住民の参加と協力による支
え合い、助け合い活動を行う。
・地区福祉委員会設置数：１９箇所
・活動内容：➀個別援助活動(声かけ、見守り、家事援助、軽作
業援助、なんでも相談、給食配食　等)：、②グループ援助活動
(６５歳以上の一人暮らしの方ふれあい会食会　等)
・その他参考事項：市社会福祉協議会への補助事業"

守口市域全地区において開催 令和５年５月から新型コロナウイルス感染症に
よる行動制限が無くなった結果、コロナ禍前に
近い実績値となった。今後も活動の活発化に
向け、守口市社会福祉協議会と調整を行い、
事業対象者の把握や広報啓発に勤めながら、
計画・実施していく。

19,653,000

（理由）
新型コロナウイルス感染症が5類に移行後時間も経過し、地域の活
動が戻ってきたため。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆個別支援延べ件数：15,883件、地域活動延べ件数：
2,751件
（目標：個別支援延べ件数：11,500件、地域活動延べ件
数：3,500件）

○

◆延べ参加者人数（139,776人）、実施回数（3,412回）
（目標：延べ参加者人数（135,765人）、実施回数（2,597
回）)

◎

◆相談者数：166件　　相談内容のべ件数：2,583件
（目標：相談者数：120件　　相談内容のべ件数：2,400件）

◎

福祉総合相談課

（理由）
個別支援延べ件数　達成率138％
地域活動延べ件数　達成率78％

茨木市
小地域ネットワーク活
動支援事業

地域での支え合い、助け合い活動の方法を引き続き模索し、
誰もが地域の中で安心して生活することができる住みよい福祉
のまちづくりを推進する。
○地区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）設置
数33箇所
○活動内容
　個別援助活動（見守り、声掛け訪問活動等）
　グループ援助活動（ふれあい食事サービス活動、地域リハビ
リ活動、各種サロン等）
○その他参考事項　茨木市社会福祉協議会への補助事業

グループ援助活動実施地区数３３地区
（100％）
事業実施回数１回あたり平均50人以上
を目標とする。

コロナ禍を経て、ポストコロナに移行しつつある
現在、小地域ネットワーク活動の数値だけを見
ると、参加者数や実施回数は増えており、活発
的な地域活動を取り戻したように見える。しか
し、活動の地域間格差がより顕著になったのも
事実である。コロナ禍であっても「みんなで考え
る」ことを大切にし、自分たちの役割を丁寧に
考え活動を展開してきた地区は、活動者の想
いも含めた新たな「人づくり」の循環が生まれて
いる。「人づくり」ができると「場づくり」ができ
る。
小地域ネットワーク活動の本質とあり方、その
大切さを改めて分析し考えることが必要。

34,671,215

福祉部地域福祉課

茨木市
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置促進
事業

地域における要支援者の「見守り・発見・つなぎ」の機能を強化
するため、CSWを配置することにより、健康福祉セーフティネッ
トの確立を図る。
・CSWの配置人数及び配置場所別内訳
　配置人数14名（社会福祉協議会２名、社会福祉法人10名、
NPO法人２名）
・CSWの役割、業務内容
　地域福祉の計画的推進への支援、セーフティネット体制づく
り、要支援者等に対する見守り・相談等

セーフティネット会議の開催地区数　32
地区／32地区中

関係機関への周知活動の強化により、CSW認
知度が向上したことで、個別支援件数が目標
を大きく上回ったが、地域活動延べ件数は新
型コロナウイルス感染症の影響がまだ残って
いたこと等により、目標を下回ってしまった。
今後は、ポストコロナに対応した活動等、臨機
応変に工夫しながら個別支援と地域活動を続
けていく。

66,176,000

（理由）
延べ参加者人数及び実施回数が目標数値を上回ったため。

http://www.city.i

baraki.osaka.jp/k

ikou/kenkof/sou

danshien/menu/

1392861015746.

html

https://www.cit

y.ibaraki.osaka.jp

/kikou/kenkof/f

ukushiseisakuka

/menu/keikaku/

1324442252554.

html

健康福祉部 地域共
生推進課 我が事・
丸ごと係

（理由）
相談者数・相談内容は引き続き多く、生活課題の多様化・複雑化が
表れている。特に多いのは、福祉制度・サービスに関する相談、生活
に関する身近な相談、健康・医療に関する相談、就労に関する相談
など。泉佐野市

泉佐野市コミュニティ
ソーシャルワーク推
進事業

制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サー
ビスだけでは対応困難な事案の解決に取り組むコミュニティ
ソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の機能を担う職員を中学校区等の
単位で設置する地域型包括支援センターに配置し、地域にお
ける見守り・発見・つなぎ機能の強化を図る。
●コミュニティソーシャルワーカー機能を担う職員の配置人数
及び配置場所：５名（内訳　社会福祉協議会１名、高齢者等福
祉施設４名）
●コミュニティソーシャルワーカー機能の役割：福祉の相談窓
口、地域型包括支援センターが全世代対応を行うためのマネ
ジメント（相談内容によって、地域型包括で一体実施している相
談支援事業や行政・関係機関をコーディネート、つなぎ先がな
い場合の伴走支援を地域づくり）
●その他：コミュニティソーシャルワーカー機能職員配置事業
所への委託事業

問題解決率：総相談件数の１００％ 各コミュニティソーシャルワーカーについては、
包括的相談支援窓口として各種相談窓口と一
体的に配置されているため、個別相談として
は、効率的・効果的に支援を必要とする住民を
把握し、相談支援につなげるとともに、適切な
支援・継続的な見守りを行い、包括的な対応が
できていると評価できる。

34,452,000
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆個別支援対象者数（ネット数）：2,320人　グループ支援
活動開催数：2,525回　延べ参加者数：34,872人
（目標：個別支援対象者数（ネット数）：2,300人　グループ
支援活動開催数：2,500回　延べ参加者数：30,000人）

◎

◆実相談者数：1,198人
（目標：実相談者数：1,300人）

△

◆グループ援助活動開催数：2,400回
（目標：グループ援助活動開催数：1,700回）

◎

◆2,095件
（目標：年間相談延べ件数　2,000件）

○

泉佐野市
泉佐野市小地域ネッ
トワーク活動推進事
業

高齢者や子どもなど支援を必要としている人が地域で安心して
生活できるように、ボランティアの協力による支え合い・助け合
いのネットワークを小学校区ごとに張り巡らした重層的な支援
を行う。校区・支部ことに個別支援活動及びグループ支援活動
を実施している。
●地区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）設置
数：１４ヶ所
●活動内容　個別支援活動：小ネット連絡会、見守り・声掛け
訪問活動、家事支援、介護支援等
●グループ支援活動：ふれあいいきいきサロン、ふれあい食事
会等
●その他：泉佐野市社会福祉協議会への補助事業

活動実施地区割合：市町村域の１００％
（１４地区中１４地区）

活動実施地区割合：市町村域の１００％（１４地
区中１４地区）
・地域で孤立状態になりがちな要支援者に対し
て、小地域ネットワーク活動メンバーによる支
えが広がった。
・訪問活動をとおして、話し相手だけでなく、簡
単な家事支援などにより、生活圏の拡大や自
立の支えとなった。また、一人暮らし高齢者や
高齢者のみ世帯などの危険状態の早期発見
や緊急時の対応が可能となった。
・少子化・核家族化によって失われつつある地
域での世代間の交流が活発に行われた・
・グループ援助活動によって参加の場が作られ
ることによって、ネット対象者およびボランティ
アに介護予防の効果がみられている。

28,444,466

健康福祉部 地域共
生推進課 我が事・
丸ごと係

（理由）
目標数値で設定したものを全て達成することができた。
定期的な地区福祉委員会連絡会を開催することにより、地区間の相
互連携がみられた。地域福祉活動は盛んになりつつあるが、担い手
の負担増加など、取り組むべき課題も残っており、継続的な支援が
必要である。

福祉部　増進型地
域福祉課

（理由）
昨年度よりは、実相談者数は減少しているが、配置人員の変更によ
り、一人当たりの対応件数として約220件からは約300件と増加してお
り、概ね目標値に近づいていると考える。

富田林市
小地域ネットワーク活
動推進事業

①校区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）設置
数：16校区・44か所
②活動内容：グループ援助活動（いきいきサロン活動・世代間
交流活動・子育て支援活動等）、個別援助活動（高齢者・障が
い者・子育て中の親子等）
③その他参考事項：市社会福祉協議会への補助事業。小地域
ネットワーク活動のコーディネート等を担当するコミュニティワー
カーを配置。

小学校区に加え、地域によっては自治
会や町会ごとに存在する校区福祉委員
会を今後も維持することで地域の活性
化を目指す。

今後も小学校区に加え、自治会や町会ごとに
存在する地区・校区福祉委員会を維持し、グ
ループ援助活動の開催数を増やし、参加者の
増加へとつなげていく。

21,580,000

福祉部　増進型地
域福祉課

富田林市
福祉コミュニティ推進
事業

①コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場所別
内訳
　4名（市社会福祉協議会2名、市役所1名、金剛連絡所1名）
②コミュニティソーシャルワーカーの役割及び業務内容
　要援護者等の見守り・発見・相談、既存の公的サービスとの
連携、有用かつ新たなサービスの研究開発、地域福祉計画の
策定・見直し・推進等に積極的に関与及び協力すること等。
③その他参考事項
　市社会福祉協議会と市とで委託契約を締結し、委託事業とし
て実施。

地域の特色や要援護者を把握し、地域
の実情に合った地域づくりを促進。地域
住民が地域の課題を考え、解決してい
ける地域づくりを目指す。

自立相談支援事業と地域包括支援センター等
との連携による総合的な相談体制の構築に取
り組んでいく。

16,265,700

（理由）
新型コロナウイルスの5類移行に伴い、サロン活動なども活発化して
きている。

福祉部地域福祉高
齢課

（理由）
日頃から地域に寄り添い関係を構築することで、地域からあがる課
題に対し、必要時専門機関へつなぎ、課題解決のための支援方針を
示すことができた。また、個別課題から地域課題への連動など、地域
活動へ積極的に関わり地域力向上にも寄与した。

河内長野市
地域コミュニティソー
シャルワーカー配置
事業

〇高齢化や核家族化、地域のつながりの希薄化が進展し、地
域の中で支援を必要としている人は増加してきている。こうした
要援護者を早期発見し、必要な支援につないだり、地域の課題
を解決するための資源を開発するため、市役所内と市内６か所
の「いきいきネット相談支援センター」にCSWを配置している。
個別支援、地域支援を通じて地域福祉の向上とセーフティネッ
トの構築を図る。
〇コミュニティソーシャルワーカーの配置人数　7人
（社会福祉協議会：6人、人権協会1人）
〇その他参考事項　社会福祉協議会及び人権協会への委託
事業

・相談件数のうち、専門機関につないだ
り、解決または支援方針を示すことがで
きた件数：総相談件数の80％以上

地域における高齢者、障がい者や子育て中の
父母等で支援を要する者（支援を要するおそれ
のあるものを含む）などに対し、見守り、課題の
発見、専門的相談の実施、必要なサービスや
専門機関への紹介等の支援を行うことにより、
地域福祉ネットワークの構築を図るとともに、
要支援者等の自立と地域福祉の向上を図るこ
とができた。

25,045,906
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆グループ援助活動参加者数（延べ数）27,115人、個別援
助対象者数（延べ数）19,323人
（目標：グループ援助活動参加者数（延べ数）15,000人、個
別援助対象者数（延べ数）25,000人)

○

◆相談件数（延べ１，５８４件）
（目標：相談件数（延べ１，９００件））

○

◆955
（目標：955）

◎

◆回答者数：８７０人
（目標：40.0％　回収率）

○

河内長野市
地域福祉活動支援事
業

〇社会福祉協議会が行う次の地域福祉活動支援事業に要す
る経費の一部を助成する。①小地域ネットワーク活動推進事業
（地区福祉委員会等が主体となって、近隣住民等の参加・協力
を得て実施する個人・グループ援助活動、協議会による地区福
祉委員会等への支援（コミュニティワーカーの設置を含む）、地
区福祉委員会の活動拠点確保など）②地域福祉人材育成事
業（ボランティア育成事業、地域福祉コーディネーター養成事
業）③地域福祉ワークショップ事業（地域福祉や地区福祉委員
会の活動などについて考えを深めるワークショップの開催）
〇校区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）設置
数　15か所
〇その他山王事項　社会福祉協議会への補助事業

活動実施地区割合：市町村域の100％
（15地区中15地区で実施）
※個別援助活動、グループ援助活動、
福祉委員会活動等、地域にて活動して
いる福祉委員会

地域のつながりを拡げていくため、地域のあら
ゆる活動への参加を促す中で、福祉委員会に
よるグループ援助活動参加者が大幅に増えた
ことは評価できる。
移動が困難なため参加できなくなる人も出てき
ているため、今後は移動支援活動団体との連
携も進めていく。
活動実施地区割合：市域の100％（15地区中15
地区で実施）

33,761,568

福祉部地域福祉高
齢課

（理由）
コロナ禍に縮小していたグループ援助活動が復活し、参加人数も大
きく伸びた。個別援助対象者数が減少したものの、グループ援助活
動参加者が増えることで地域のつながりが強化されたものと評価す
る。

福祉部福祉総務課

（理由）
要援護者の早期発見を行い、相談者が相談先に困ることがないよう
にした。

松原市
松原市小地域ネット
ワーク活動推進事業

高齢者、障がい者（児）、及び子育て中の親子等、地域内で自
立生活を行う上において支援を必要とする人々が安心して生
活できるよう、地区福祉委員と連携をしながら、地域住民の参
加と協力による支え合い、助け合い活動の拠点を、おおむね自
治会・町会を単位とする地域で整備していく。
〇地区福祉委員会設置
〇活動内容・個別支援活動（見守り声かけ訪問、配食サービス
等）・グループ援助活動（いきいきサロン活動、健康増進ウォー
キング、子育てサロン活動、ふれあい食事会、世代間交流・国
際交流活動、ミニデイサービス活動等）
〇その他参考事項　市社会福祉協議会への事業補助。小地域
ネットワーク活動のコーディネート等を担当するコミュニティー
ソーシャルワーカーを３名配置

活動実施地区割合100%（28地区中28地
区）
松原市社会福祉協議会からの報告によ
る。

いきいきサロン、ふれあい食事会、世代間交流
など人々が対面をして交流をする行事の実績
も回復していっている。

32,617,000

福祉部福祉総務課

松原市
松原市コミュニティ
ソーシャルワーカー
配置事業

コミュニティソーシャルワーカーが地域の要援護者の相談・発
見を行い、関係機関と連携しながら、身近な存在として地域に
密着した相談活動を実施する。

問題解決率　100%
問題解決件数（各福祉サービスに引き
継いだ数等相談が終了できた数）/相談
件数

地域の結び付きが希薄になったため、気軽に
相談できる場を作っていった。また、新たな相
談者に対しても細やかな支援を行っていった。

10,388,000

（理由）
令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の影響も考慮し、令和２年
度より行っている個別ポスティングの継続、ＩＣＴツールを活用したグ
ループ援助活動も行いながら、新型コロナウイルス感染症前の地域
福祉活動への移行を行うように、活動の支援を行ったため。

松原市
第４期松原市地域福
祉計画策定事業

令和6年4月を開始年度とする第3期松原市地域福祉計画の策
定を行うため、市民へのアンケート調査の実施、調査結果の分
析、関係機関との懇談会の実施、市民への周知を行う。

市民へのアンケート調査の結果を第4期
松原市地域福祉計画策定の基礎資料
とし、第2期の評価、検証を行う。

回答者数は少し減ったものの、オンライン調査
に切り替えたことにより、回答者の年齢層の構
成が変わり、前回と比較して子育て世代の回
答が多い結果となった。子育て世代の抱える
課題等が明らかになり、今後の施策の展開等
に活用することができた。

353,100

福祉部福祉総務課

（理由）
無作為抽出による郵送・回収する方法から誰でも回答することができ
るオンライン調査に変更したため、回収率の算出が出来ないが、前
回（回答者数：９６４人）と同規模のアンケート調査を実施することがで
きた。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆延べ相談件数：5,073件
（目標：延べ相談件数：5,000件）

○

◆個別援助活動（延べ人数）：20,171件
（目標：個別援助活動（延べ人数）：17,283件）

◎

◆681票（34.1％）
（目標：1,200票（60％））

△

◆実相談件数：537件
関係団体に周知活動、意見交換を行った件数：10件
行政の審議会等に参加した件数：6件
（目標：実相談件数：800件
関係団体に周知活動、意見交換を行った件数：10件
行政の審議会等に参加した件数：8件）

△

https://syakyo-

daito.jp/particip

ation#anc04

福祉・子ども部福祉
政策課

（理由）
知恵と工夫を凝らした活動内容が展開された。
目標数値を上回ったため、左記評価を記載した。

47,264,000

http://www.city.

daito.lg.jp/kakuk

akaranoosirase/f

ukushikodomo/f

ukushiseisaku/h

ukusei_g/125231

1415957.html

福祉・子ども部福祉
政策課

（理由）
概ね達成

大東市
小地域ネットワーク活
動推進事業

福祉委員が要援護者を見守り、声かけ訪問を行ったり、小地域
ネットワーク活動として高齢者ふれあいサロンや子育てサロン
など、地域のふれあいの場となる活動を展開する。
【設置数】校区福祉委員会　15ヵ所
【活動内容】個別援助活動…声かけ、見守り。ｸﾞﾙｰﾌﾟ援助活動
…ふれあいサロン、元気でまっせ体操、子育てサロン
【その他】市社会福祉協議会への補助事業。小地域ネットワー
ク活動のコーディネート等を担当するコミュニティワーカーを３
名配置。

旧小学校区の活動カバー率を100％を
目標にする。

高齢者だけではなく対象者を拡げて（障害者
（児）、子育て中の親、子どもなど）個別援助活
動を実施した。今後も、自治会、老人クラブ、民
生委員児童委員、校区福祉委員、福祉団体等
と連携し、地域住民を見守る体制を検討してい
きたい。

17,545,000

大東市
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置事業

地域において援護を要する高齢者、障害者、子育て中の親な
どの見守りや課題の発見、専門的相談の実施、必要なサービ
スや専門機関へのつなぎ等を行うコミュニティソーシャルワー
カーを配置し、要援護者等の福祉向上と自立生活の支援のた
めの基盤づくりを行う。
【人数及び内訳】8名（社会福祉協議会2名、高齢者福祉施設3
名、障害者施設1名、人権関連施設2名）
【CSWの役割/業務内容】障害のある単身世帯の援助、DV被害
者の自立に向けたｻﾎﾟｰﾄ、地区内での災害時の取組　等
【その他】業務委託

相談案件の解決率を100％を目標にす
る。

平成31年度地域福祉計画策定時に実施した市
民アンケート結果では、コミュニティソーシャル
ワーカーへの認知度が低い状況であり、コミュ
ニティソーシャルワーカーへ相談が必要な方で
あったとしても、相談ができていない可能性が
ある。
　しかし、徐々にコミュニティソーシャルワー
カーへの認知度が高まっており、今後も認知度
を高めるための施策を行い、相談が必要な方
への環境づくりに努める。

和泉市
和泉市地域福祉総合
相談員配置促進事業

高齢者・障がい者・子育てなど、様々な分野で支援を要する地
域住民に対する相談、見守り、サービスへのつなぎ、心のケア
など、幅広い支援を行う総合的な福祉の専門職である地域福
祉総合相談員（以下コミュニティソーシャルワーカーの略称とし
て「ＣＳＷ」という。）」を、住民に身近な生活圏域において配置
し、すべての人が安心していきいき暮らせるよう地域福祉の向
上と自立生活支援のための基盤づくりを行い、地域の健康福
祉セーフティネット（いきいきネット）の構築と、トータルな地域ケ
アシステムの実現を図ることを目的とする。
○事業内容
（１）地域住民が安心して暮らせるための様々な個別相談、安
否確認、虐待の予防・見守り・発見及びサービスへのつなぎ機
能を強化しながら、地域のボランティアや事業所、関係機関等
と連携し、地域の福祉力向上をサポートすること。
（２）支援を要する本人及び家族全体の複合的なニーズをワン
ストップで受け止め、課題整理しながら本来の関係機関へつな
ぎ、課題解決を図ること。
（３）（１）、（２）を行う中で見えてくる、既存の制度では充足しき
れない「制度の狭間にあるニーズ」を把握し、専門機関や地域
住民、各種団体等とのチームアプローチを通じた新たなサービ
ス・システムの提案や開発を、行政とともに取り組むこと。
（４）地域福祉の計画的な推進に関すること。
○ＣＳＷ配置人数及び配置場所別内訳
１３名（兼務を含む。社会福祉協議会２名、高齢福祉施設１１
名）
○その他参考事項
市内８か所の事業所に事業委託。ＣＳＷを複数名配置している
事業所があるが、委託料は他事業所と同額

問題解決率:総相談件数の60％ 事業の周知方法について、SNS等メディアツー
ルを拡大していく。また、各事業所で担当者が
変更なった場合も、十分に相談者の情報が引
き継ぎされるようにする。

26,800,000

福祉部福祉総務課

（理由）
前年度と比べて周知活動に力を入れたため、関係団体との関わりは
増えている。一方で、担当者が変わった事業所で、相談者の数が伸
び悩んだため。

大東市
地域福祉計画等策定
経費

　大東市地域福祉計画は、社会福祉法第１０７条に基づくもの
で、「第４次大東市総合計画」を上位計画とし、地域福祉の推
進を具体化する計画です。平成３１年３月に第４期を策定し、そ
の計画期間が令和５年度で満了するため、計画の改訂を行い
ます。
　大東市地域福祉計画改訂にあたり、大東市民の地域に対す
る思い、日々の生活をする中で抱えているさまざまな課題、地
域活動やボランティア活動の参加状況・利用意向などを把握
し、計画づくりにあたっての資料とするため、令和５年８月に大
東市在住の１８歳以上２，０００人に対して、郵送配布（回収）に
より市民意識調査を実施します。

市民意識調査（アンケート調査）におけ
る回収率（目標値６０％）

　市民意識調査（アンケート調査）の回収率の
向上に向けて、郵送配布に加えて、パソコンや
スマートフォンでの回答が行えるWEB回答方式
を取り入れたが、目標数値を下回り、回収率が
伸び悩んだ結果となった。
　今後は、同じく、WEB回答方式を取り入れつ
つ、アンケート調査を精査した上で質問項目を
減らし、市民がより気軽に回答しやすい質問内
容にするなど工夫を行っていく。

2,473,724

https://www.cit

y.daito.lg.jp/sosh

iki/20/3056.html

福祉・子ども部福祉
政策課

（理由）
今回の市民意識調査（アンケート調査）では、郵送配布に加えて、
WEB回答を併用し、回答率の向上を図ったが、目標数値を下回った
ため、左記の評価を行った。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆サロン数：新規立ち上げなし、総設置数：１６０か所
（目標：サロン数：新規３か所立ち上げ、総設置数：１７５か
所）

△

◆活動の具体化の検討：21校区
（目標：活動の具体化の検討：10校区）

◎

和泉市
小地域ネットワーク推
進事業

小地域(概ね小学校区)を単位として、地域の高齢者・障がい者
(児)、子育て中の親子など、自立した生活を行う上で支援を必
要とする人々を対象に行う、地域住民による支え合い助け合い
活動であり、見守り・声かけ訪問活動を中心とする個別援助活
動といきいきサロン・子育てサロンを中心とするグループ援助
活動を実施する。
○校区社会福祉協議会設置数　２１か所
○活動内容
・個別援助活動(見守り声かけ訪問・緊急時の連絡、通報・情報
提供・登下校見守り等)
・グループ援助活動（いきいきサロン、子育てサロン、会食会、
世代間交流等）
○その他参考事項
　市社会福祉協議会への補助事業。

活動実施地区割合：市町村域の100％
（21小学校区中21小学校区）

サロン活動をより広く周知し、地域住民の社会
参加の入り口を広げる。また、活動しやすくな
るような工夫をしサポート体制を整える。

36,290,562

福祉部福祉総務課

（理由）
サロン活動がまだまだ認知されていない現状があり、新規サロンの
立ち上げができなかったため。

和泉市 地域福祉推進事業

①地域福祉の推進を目的とする社会福祉協議会が、各地域の
地域福祉推進の代表者（校区社協会長）と連携を図り、情報共
有・課題を検討するための会議を開催する。
　○役員会議開催回数　年６回、会議参加人数　１回あたり５
名
　○会長会議開催回数　年６回、会議参加人数　１回あたり２１
名
②第4次地域福祉活動計画の重点施策に位置付けている「地
域の課題を定期的に話し合える協議の場づくり」について、各
校区に対し設置に向けた場づくり支援及び継続的な実施支援
を行う。
　○２1校区の協議の場を継続支援する。
　○開催回数　校区により年１回～１２回
　○参加人数　１回あたり１０～３０名

協議の場で地域課題解決の企画を立案
し、実施された校区の数：10校区

地域課題の解決に向け、具体的な話し合いが
行われるよう支援を継続していく。

248,000

福祉部福祉総務課

（理由）
全校区にて、話し合いの場を設けることができたため。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆地域課題を解決するための住民活動数：5件
（目標：地域課題を解決するための住民活動数：10件）

△

◆ボランティア相談件数108件
（目標：ボランティア相談件数　120件）

○

◆グループ援助活動開催件数：1,323回、延べ参加者数：
18,682人、個別援助対象者数：7,144人
（目標：グループ援助活動開催件数：1,500回、延べ参加者
数：20,000人、個別援助対象者数：10,000人）

○

◆延べ相談件数1,479件・ケース会議18回/月・住民懇談
会3回・事例検討会議10回
（目標：延べ相談件数1,800件・ケース会議12回/月・住民
懇談会1回・事例検討会議6回）

△

和泉市
地域福祉活動支援事
業

地域住民を中心とした会議（概ね小学校区単位）等において議
論された課題について、地域住民自身が解決するための住民
活動を促進・支援するものです。また、全小学校区の住民団体
で本補助金を活用されるよう助言、活動支援をおこないます。
いきいきサロンや子育てサロン等小地域ネットワーク事業の地
域福祉活動の充実、ボランティア研修会・交流会・スキルアップ
講座など福祉活動状況や情報を広く地域住民に周知し、地域
福祉の振興をはかる。

地域活動を通じて解決された地域課題
10件

地域活動をはじめたい住民が必要な情報が得
られるよう、本事業の情報発信を強化し、地域
福祉活動を促進・支援していく。校区により地
域資源や地域課題が異なるため、地域特性を
生かし多様なニーズに即した活動が行われる
よう支援していく。

494,439

福祉部福祉総務課

（理由）
地域課題を解決するための住民活動を継続できなかった校区があっ
たため。

箕面市
ボランティア活動推進
事業

ボランティア活動の啓発や活動者の発掘・講習会開催、活動支
援、ボランティア・福祉学習の推進。
災害時には災害ボランティアセンターを開設。
新たなニーズに対応するボランティアの育成。
全市的な取り組みの推進（みのお子ども食堂ネットワーク、自
治会を考える会、フードバンク事業、箕面市地域支え合いプロ
ジェクト助成金事業等）。

ボランティア相談　前年比10%増 ・昨年度に引き続きボランティア体験プログラ
ムを実施し、子ども食堂やコミュニティカフェな
どのボランティア体験の機会の提供から担い
手への定着を地区担当職員と連携して実施し
ていく。
・福祉的課題を抱えたかたへの対応は、生活
相談窓口や地区担当職員と連携しながら、本
人に寄り添う一方、当事者の活躍の機会を増
やしていく。

9,471,000

健康福祉部　健康
福祉政策室

（理由）
学生が学校のカリキュラムの一環でボランティア活動に参加したいと
いう声が多くボランティア体験の機会を提供した。また、ボランティア
をしたいというかたの中には精神的に辛く休職中であったり、学校に
行きづらい、ひきこもり、軽度認知症、軽度知的障害など福祉的課題
を抱えたかたの社会参加の一環というケースが一定数あり、地区担
当職員と連携しながら丁寧な活動紹介を行った。

箕面市
小地域ネットワーク活
動推進事業

概ね小学校区単位で、地域の高齢者・障がい者、子育て中の
親子などの要援護者を対象とした地域住民による支え合い助
け合い活動を実施する。
　・校区福祉委員会設置数　13箇所
　・活動内容
　　グループ援助活動(いきいきサロン、子育てサロン、世代間
交流等)個別援助活動(見守り活動等)
　・その他参考事項
　　市町村社会福祉協議会への補助。コミュニティワーカーを7
名配置。

目標数値に対しての開催活動率
120％

・新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、
概ね全地域でグループ援助活動が本格的に再
開されるようになった。
・こどもの居場所づくりとして地域の大人やこど
も同士が交流できるサロンや全世代を対象に
した気軽に立ち寄れるカフェなどが新たに立ち
上がった。
・地区に住む住民が講師となりシニア対象のサ
ロンが立ち上がった。

31,495,000

健康福祉部　健康
福祉政策室

（理由）
地域には、集える場所がもっと必要との声から、自発的に新しいサロ
ンづくりに取り組んだ地区もあった。新型コロナウイルス感染症の影
響が残る中、目標数値に対して7～9割を達成する事ができた。

柏原市
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置促進
事業

一人暮らし高齢者や生活困窮世帯、障がい者世帯など地域か
ら孤立しがちな要援護者を早期発見し、必要な支援へとつなぐ
ためのセーフティネットの役割を担うコミュニティソーシャルワー
カーを配置し、中学校区圏域での地域における包括的相談支
援体制の中心的な役割として、相談窓口となることをはじめ、
個別支援や要援護者の見守り活動、民生委員や地区福祉委
員等への連携支援活動、地域の実情に応じた新たな福祉シス
テムの構築を図る。

活動指標の80％以上の達成 物価高騰の影響があるものの、経済的に困窮
する方からの相談がやや減少傾向にあった。
生活困窮に関する相談の中には、困窮状態の
長期化に対する支援、また、引きこもり等、家
庭内に隠れていた課題が明らかになった相談
もあり、こういった相談支援を通じて、あらため
て関係機関との連携による包括的な支援体制
の重要性が認識された。 25,186,482

福祉こども部福祉
総務課地域福祉係

（理由）
物価高騰の影響があるものの、経済的に困窮する方からの相談が
やや減少傾向にあった。経済的困窮に関する相談を発端に顕在化し
た引きこもり等の複合的な課題に対する支援も行った。専門職間の
ケース会議や事例検討会議、住民懇談会を継続的に実施した。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆グループ活動参加延べ6,507人・ほのぼの利用延べ
4,718人・友愛訪問16,315人・苦情解決実7人・ふれあい参
加実7団体
（目標：グループ活動参加延べ11,300人・ほのぼの利用延
べ2,388人・友愛訪問16,385人・苦情解決実16人・ふれあ
い参加実12団体）

△

◆相談件数（実件数）：443件　羽曳野市地域福祉専門職
ネットワーク構築のための研修会の開催：2回
（目標：相談件数（延べ件数）：500件　羽曳野市地域福祉
専門職ネットワーク研修会構築のための研修会の開催：3
回）

◎

◆活動実施地区：14校区　グループ援助活動参加者数
（延べ参加者数）：51,236人　個別援助活動参加者数（延
べ参加者数）：42,821人
（目標：活動実施地区：14校区　グループ援助活動参加者
数（延べ参加者数）：39,000人　個別援助活動参加者数
（延べ参加者数）：28,000人）

◎

◆実施地区：14校区　推進チーム会議開催：24回　運営会
議開催：1回　中間エリアでの専門職ネットワーク交流会：2
回
（目標：14校区で年間3回以上の推進チーム会議を開催す
る。年間2回の運営会議を開催する。中間エリアの開催を
協働して実施する。）

○

柏原市 地域福祉推進事業

・市内小学校区9地区に地区福祉委員会を設置し、一人暮らし
高齢者への友愛訪問等の個別援助や子育てサロン等のグ
ループ活動の実施を支援する。
・地域福祉サービス向上を目指して、福祉活動専門員と苦情解
決相談員を配置するため市社協に補助。
・ほのぼのかたしも（地域拠点として高齢者から子育て中の方
までが利用できるスペースとして開放）の運営補助を通じて、地
域福祉の促進やボランティアの育成を目的とする。
・年1回「市民ふれあい広場」を実施し、ボランティアグル―プの
発表や施設・機関の周知活動を行う。今年度は例年の会場が
工事のため、企画を変更し地域活動推進のセミナーの実施を
予定している。

活動指標の80％以上の達成 友愛訪問などは感染症対策をとった上で継続
した。地域ボランティアが高齢化しており、参加
人数のについて課題となっている。オンライン
を活用した事業を開催しているが、すべて代替
事業とはなっていない。しばらく併用での事業
展開を検討したい。

33,190,272

福祉こども部福祉
総務課地域福祉係

（理由）
友愛訪問などは感染症対策をとった上でできる事業は継続し、地域
のつながりづくりの一助となった。地域ボランティアが高齢化してお
り、参加人数のについて課題となっている。

羽曳野市
羽曳野市コミュニティ
ソーシャルワーカー
配置事業

地域における要援護者の「見守り・発見･相談・つなぎ」の機能
を強化するため、3圏域に分けてコミュニティソーシャルワー
カーを配置し、地域福祉の向上とセーフティネットの構築を図る
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場所別
内訳
　　4名（社会福祉協議会3名、高齢福祉施設１名）
○コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容
　　地域福祉計画推進への支援、セーフティネット体制づくり、
要援護者に対する見守り・相談、市への情報提供等
○その他参考事項
　　市社会福祉協議会・高齢福祉施設への委託事業
実施体制：CSW配置人数4名（社会福祉協議会3名、社会福祉
施設1名）　委託事業で実施

新規相談件数の80%以上を課題解決又
は他機関に適切に繋ぐことにより終結さ
せる。  「全世代・全対象型包括ケアネッ
トワーク」構築のために領域を越えた関
係機関の顔の見える関係の構築

相談件数（実件数）は昨年度と大きく変わりは
ありませんが、生活困窮やひきこもりなどの複
合化・複雑化した相談が増えています。羽曳野
市地域福祉専門職ネットワーク研修会につい
ては、新型コロナウイルス感染症が令和５年５
月に５類感染症に移行したことを受け、今年度
は対面式で２回開催しました。コミュニティソー
シャルワーカーには、地域住民と専門職や行
政を繋ぐ役割のほか、相談者への伴走型支援
や、複合化・複雑化した問題に対して課題を整
理し適切な機関に繋いでいくことを求めていま
す。

22,154,000

https://www.cit

y.habikino.lg.jp/s

oshiki/hokenfuk

ushi/fukushiseis

aku/chiikifukushi

/8745.html

保健福祉部保健福
祉政策課

（理由）
相談件数は実件数443件だが、延べ件数にすると目標値を上回って
おり、研修会の開催についても、概ね達成されたため。

羽曳野市
小地域ネットワーク活
動推進事業

要援護者等が地域で安心して生活できるよう小学校区を単位
として、おもに、見守り活動、手助けなどの個別援助活動とサロ
ン活動などのグループ援助活動を、校区福祉委員会が実施し
ている。
　○校区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）設
置数　　１４箇所
　○活動内容
　・個別援助活動（災害時要援護者支援台帳の平常時におけ
る活用、見守り声かけ訪問活動等）
　 ・グループ援助活動（いきいきサロン、会食会、子育てサロ
ン、世代間交流 等）
　○その他参考事項
　市社会福祉協議会への補助事業。小地域ネットワーク活動
のコーディネート等を担当するコミュニティワーカーを３名配置。

活動実施地区割合：１００%（全小学校
区：１４校区）
新たなグループ援助活動の開始

新型コロナウイルス感染症の影響で減少して
いたグループ援助活動は、５類感染症へ移行
したことを受け、14校区全てにおいて昨年度の
実績を上回り、目標を達成しました。また、個別
援助活動は、孤立しがちな高齢者等への訪問
活動や見守り活動を増やした校区が多く、昨年
度実績を上回りました。今後も既存の取り組み
を継続的に実施しながらも、特に地域特性に応
じた地域福祉活動の支援の充実を図っていき
ます。 17,400,000

保健福祉部保健福
祉政策課

（理由）
全小学校区（14校区）において活動を実施。グループ援助活動及び
個別援助活動共に参加者数が目標値を大きく上回ったため。

羽曳野市
ふれあいネット雅び
推進事業

住民参加の自主的な福祉活動（校区福祉委員会の小地域ネッ
トワーク活動等）と専門職種・行政が協働し、要援護者を地域
で支えようという取り組み。
対象は高齢者に限定せず、子ども・障害者までその範囲を拡
大し、あわせて担当各課にも参加を呼びかけ、総合的な地域
福祉推進を図っている。また、ふれあいネット雅びを活用した
『全世代・全対象型包括的ケアネットワーク』を中間エリアにお
いて構築している。
事務局：社会福祉協議会
関係各課等：地域包括支援課、健康増進課、保健福祉政策
課、生活福祉課、こども家庭支援課、障害福祉課、ＣＳＷ、地
域福祉専門機関

地域住民と行政、専門職が顔の見える
関係となり下記の機能を果たす。
①地域の見守りからの発見を専門職に
繋ぎ早期に支援を行う
②地域の福祉ニーズにあった社会資源
を開発する
③福祉教育
④各専門機関の事業推進

地域住民と専門職、行政のネットワークである
ふれあいネット雅びの推進チーム会議につい
ては、14校区中、年間３回以上開催という目標
値に届いたのは３校区でした。しかし、新型コロ
ナウイルス感染症が５類感染症に移行したこと
を受け、校区ごとの実情に合わせて開催回数
を増やしたことで、14校区全体の開催回数とし
ては昨年度の実績を上回りました。また、運営
会議は目標値に届かなかったものの、ＣＳＷ圏
域（東・中・西エリア）での羽曳野市地域福祉専
門職ネットワーク交流会については、コミュニ
ティソーシャルワーカーと協働し、全エリア合同
で対面式による交流会を２回開催し、参加者数
も増加しました。ふれあいネット雅びの取り組
みは、地域福祉推進の要となるものであるた
め、今後も社会福祉協議会と協働して推進を
図っていきます。

3,344,987

保健福祉部保健福
祉政策課

（理由）
推進チーム会議については、目標値には届かなかったものの、昨年
度より開催回数が増加した。また、中間エリアでの専門職ネットワー
ク交流会については目標を達成できたため。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

グループ援助活動参加者数延べ34,679名　個別援助活動
対象者数延べ9,143名
（目標：グループ援助活動参加者数延べ18,000名　個別援
助活動対象者数延べ12,000名）

○

◆456
（目標：個別相談延べ件数500件）

△

◆35
（目標：イベント（人材発掘）参加　23件）

◎

門真市
小地域ネットワーク活
動推進事業

　地域の高齢者、障がい(児)者及び子育て中の親子等自立生
活を行う上において支援を必要とする人々が安心して生活でき
るよう、地域住民の参加と協力による支え合い、助け合い活動
を概ね小学校区を単位とする地域で推進する。
校区福祉委員会ごとにグループ援助活動として、いきいきサロ
ン、世代間交流、子育てサロン等を実施し、個別援助活動とし
て要支援者の見守り声かけ訪問活動、配食サービス等を実施
する。さらに、精神障がい者理解促進事業やこれまで養成した
認知症サポーターのフォローアップ等を実施する。
○校区福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）設置
数15箇所
○活動内容
　・個別援助活動（個別台帳整備、見守り声かけ訪問活動、配
食サービス　等）
　・グループ援助活動（いきいきサロン、ふれあい食事サービ
ス、世代間交流　等）
○その他参考事項
　市社会福祉協議会への補助事業。小地域ネットワーク活動
のコーディネート等を担当するコミュニティワーカーを2名配置。

小地域ネットワーク活動協力者数（実
数） 300人

グループ援助活動参加者数及び個別援助活
動対象者数のいずれも、目標数値を上回った
ものの、各校区での活動内容について再度検
討したり、活動の周知方法を工夫するなどして
新たな参加者の取り込みを図る必要があるた
め、引き続き事業実施団体である社会福祉協
議会と連携し、積極的な活動を促していく。
また、個別援助活動については、現在、対象者
のほとんどが高齢者であるため、障がい者や
子育て中の親子などに対しての活動について
の情報提供を行うなど、活動しやすい環境の
整備に努める。

17,462,010

保健福祉部福祉政
策課

（理由）
グループ援助活動及び個別援助活動のいずれも概ね目標を達成し
たため。

門真市
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置事業

　地域の要援護者等の福祉の向上と自立生活の支援のため
に基盤づくりを行い、地域福祉の計画的な推進に資することに
より、いきいきネットの構築を図ることを目的とする。
　また、要援護者等からの相談・つなぎの業務を行い、地域住
民活動のコーディネート、企画・立案機能の強化など、実施要
綱に基づき業務を行う。
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場所別
内訳
　１箇所２名（市社会福祉協議会）
○コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容
　１　地域福祉の計画的な推進
　　①門真市地域福祉計画の推進及び将来の改定にかかる門
真市への情報提供
　　②地域住民活動のコーディネート（住民懇談会の開催、住
民活動のコーディネート、要援護者の組織化支援等）
　２　要援護者に対する見守り・相談・つなぎのセーフティネット
体制づくり（個別相談、各種サービス利用申請支援、ケース検
討会の開催、地域住民等を対象とする研究会の開催、門真市
地域福祉連絡会の開催　等）
○その他参考事項
　市社会福祉協議会への委託事業
　平成28年4月からコミュニティソーシャルワーカーを１名増員
し、２名体制で小中学校との連携などアウトリーチ支援の強化
を図る。

アウトリーチによる機能強化に努め、制
度の狭間にある課題や複合的な課題を
抱えた人の課題解決を図る。また、学校
や教育分野の相談機関とも連携を図
る。

個別相談延べ件数について、目標数値には達
しなかった。来年度以降はＣＳＷの認知を広め
るため、積極的に周知活動を実施し、相談件
数の増加に努める。

13,164,479

保健福祉部福祉政
策課

（理由）
相談機関としてのＣＳＷの認知が不十分であったため。

門真市
市民公益活動支援セ
ンター運営事業

　市民等が営利を目的とせず、自発的かつ自主的に取り組む
社会貢献活動を支援し、行政との協働を促進することを目的と
して、市民公益活動支援センターの運営を行う。
　また、市民公益活動を行う上での相談・助言および人材育成
に努め、市民公益活動に係る関係機関との連携および交流の
促進を行うとともに、市民公益活動を行う際やＮＰＯ法人を設立
する際の申請書類等についての相談も行っている。

協働意向のある市民公益活動団体・行
政・企業・金融機関・教育機関などとの
マッチング件数　20件

NPO法人や公益活動団体及びボランティア団
体の連携及び交流の促進に繋がるように、今
後も公益活動を行う個人や団体のニーズに
あったイベントやセミナーを実施し、公益活動を
行う人材発掘に努める。

455,870

市民文化部地域政
策課

（理由）
市民公益活動支援センターとして、公益活動を行う人材を発掘・育成
するため、各種イベントやセミナーを実施し、目標数値を上回ったた
め、事業実績として良好であると考える。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆663名
（目標：参加者数　758名（実人数））

△

◆・グループ援助活動開催件数：326回
・延べボランティア数：1,021人
・個別援助対象者数：2,215人
（目標：・延べグループ援助活動開催件数：100回
・延べボランティア数：1,500人
・延べ個別援助対象者数：2,500人）

○

◆延べ相談件数：2,112件
（目標：延べ相談件数：3,900件）

△

◆独居登録：1,222件、高齢者のみ世帯登録6件、年間訪
問件数：延6,110件
（目標：独居登録：1,600件、高齢者のみ世帯登録15件、年
間訪問件数：延8,000件）

△

門真市
「歩こうよ・歩こうね」
運動推進事業

高齢者が運動習慣を身につけ、健康の保持・増進を図るため、
老人クラブ連合会との共催により「歩こうよ・歩こうね」運動を行
う。
　高齢者が気軽に参加できる運動を奨励することにより、高齢
者の健康の維持・増進を図るため、平成21年度から実施してお
り、高齢者がこの運動を自主的に取り組むことにより、閉じこも
りの予防にもなり、高齢者の健康の維持及び足腰の弱りを食
い止め、介護予防につながる。
　市内の各単位クラブにサポーターを設置し、個人集計表の取
りまとめを委託しており、各サポーターから提出された集計表
を市老人クラブ連合会で取りまとめ、成績に応じて記念品の贈
呈を行っている。
　また、１年を通じて優秀な成績を修めた方に市長表彰を行っ
ている。

延べ達成者数　2,592名 新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、外
出や運動をする機運が高まっていることも想定
されるため、門真市老人クラブと協力し「歩こう
よ・歩こうね」運動の周知をはかることで参加者
を増やし、高齢者の健康の保持・増進に引き続
き努めていく。

531,288

高齢福祉課

（理由）
各老人クラブに呼び掛けたが、参加者数が減っている。

摂津市
小地域ネットワーク活
動推進事業

・活動実施地区割合：市町村域の100%
（12地区中12地区で実施）

すべての校区で再開を果し、開催回数もコロナ
禍前の実績にまで戻ったが、参加者数、ボラン
ティア数、個別援助対象者数は目標数値を下
回っていることから、引き続き、様々な地域福
祉活動への支援が必要である。

16,055,000

保健福祉部保健福
祉課

（理由）
小地域ネットワーク活動については、すべての校区で再開し、様々な
地域活動が行われた。

概ね小学校区単位にて設置した校区等福祉委員会において、
地域の高齢者・障がい者、子育て中の親子などの要援護者を
対象とした地域住民による支え合い助け合い活動を実施する。
【校区等福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組織）設
置数】
・12箇所
【活動内容】
・グループ援助活動(いきいきサロン、子育てサロン、世代間交
流等)
・個別援助活動(ひとり暮らし高齢者見守り活動等)
・その他参考事項（市社会福祉協議会への補助事業。活動の
コーディネート等を行うコミュニティワーカーを３名配置｡）

摂津市
コミュニティーソー
シャルワーク事業

　高齢化や核家族化が進む中で地域で支援を必要とする人は
年々増加傾向にあり、こうした要援護者を早期発見し、必要な
支援を提供する必要がある。
　コミュニティソーシャルワーカー（CSW）を配置し、要援護者に
対する見守り・発見、相談から適切なサービスへの「つなぎ」の
体制づくりを通じて、高齢者、障がい者、ひとり親世帯などの援
護を要する者やその家族等への支援を行い、地域の要援護者
等の福祉の向上と地域福祉のセーフティネットの構築を図る。
【実施体制】CSW配置人数3名（配置場所は摂津市社会福祉協
議会）

相談のうち、専門機関につないだり、解
決等できた割合：50%

CSWへの相談内容については、解決困難ケー
スや解決に時間を要するケースも多く、個別支
援におけるケースワークの手順の徹底等、質
の確保・向上に、引き続き努める必要がある。

14,600,000

保健福祉部保健福
祉課

（理由）
目標数値の達成はできなかったが、8050問題やひきこもりなど、既存
の福祉制度では対応が難しい福祉課題の解決や市民活動のコー
ディネートに取り組んだ。

摂津市
地域福祉活動支援事
業

１、地域福祉活動の支援として社会福祉協議会に委託している
リハサロン、サロン活動（旧12小学校区にて実施）にヘルパー
を派遣し、地域住民同士の交流促進、運動機能向上の支援を
行う。
２、民生委員が把握する独居高齢者で登録を行っている者
（1,222人、令和6年3月末時点）に対し、社会福祉協議会のライ
フサポーター（独居老人見守りヘルパー）が順次訪問し安否確
認を行い、日頃困っている事等がないかの聞き取りを行う。
また、平成28年11月より登録を行っていない市内に住む75歳
以上の方全て（介護サービスなどを全く受けていない方）を対
象に順次訪問を行うため、ライフサポーターも3名から5名に増
員し実施している。
３、令和2年度より、毎月75歳に到達する高齢者を訪問し、状況
調査を実施している。

１．今後も増加が見込まれる地域の高
齢者の閉じこもり防止や、介護予防に寄
与する。
２．援助を必要とする高齢者を見守り、
支援することで問題の早期発見、早期
対応が図られ、高齢者が地域で安心し
て暮らせる体制づくりに寄与する。

入院や施設での生活により対象外となった場
合でも、在宅生活に戻った際には再度登録が
できることを周知する等、継続した見守り体制
を構築し、安心して生活できる環境の整備に努
める必要があると考える。
また、75歳到達者訪問については、ひとり暮ら
しの方にひとり暮らしの登録を勧め、見守りに
繋げる必要があると考える。

17,863,329

高齢介護課　高齢
福祉係

（理由）
１．今後も増加が見込まれる地域の高齢者の閉じこもり防止や、介護
予防に寄与する。
２．援助を必要とする高齢者を見守り、支援することで問題の早期発
見、早期対応が図られ、高齢者が地域で安心して暮らせる体制づくり
に寄与する。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆個別援助活動対象者数：155,241名　グループ援助活動
数：16,714名　グループ援助活動開催件数：511回
（目標：個別援助活動対象者数：150,000名　グループ援助
活動数：2,500名　グループ援助活動開催件数：65回）

○

◆高齢者144件、障がい者86件、親子家庭191件、ホーム
レス9件、外国人14件、その他509件、　計1,094件
（目標：250件）

○

◆乗客数：64,809人
（目標：乗客数：60,000人）

◎

◆4,000部配布
（目標：4,000部配布）

○

高石市
小地域ネットワーク推
進事業

　小地域ネットワーク活動事業を推進するにあたり、コミュニ
ティワーカーを配置し、校区福祉委員会や、民生委員・児童委
員協議会等の各種地域団体が参画する会議を設置・運営支援
を行うとともに、地域住民への広報・啓発活動、支援を必要と
する人々に対し、適切な相談支援や、支援関係機関へのつな
ぎ支援を行う。
　○校区福祉委員会設置数　７ヵ所/７小学校校区
　○活動内容：７５歳以上の単身世帯を中心に、見守り・安否確
認訪問活動を始め、配食サービス、ちょっとした日常的な支援
活動など、小地域事業の目的を達成するために必要な個別援
助活動を行う。いきいきサロン、世代間交流、子育てサロン、コ
ミュニティカフェなど、地域の身近な居場所づくりや、集団来所
型見守り支援、介護予防支援など、小地域事業の目的を達成
するために必要なグループ援助活動を行う。隣人同士が顔の
見える関係づくりや、福祉専門職機関とのネットワークづくりな
どを構築し、地域で安心して暮らせるまちづくりを目指す。
　○その他参考事項：社会福祉協議会への補助事業

○活動実施地区割合：市域の１００％（７
小学校区で実施）
○コミュニティカフェ設置地区数：３７ヵ所
の７４％（５０自治会団体（地区））

コロナ禍で一旦停滞した地域活動について、創
意工夫のうえ再開した活動が低迷しないよう、
地域における懇談会や意見交換の場など開催
する仕掛けづくりをおこない、地域活動者の横
の連携を強めるとともに、地域の役員等に対
し、地域活動の必要性や意識付けを引き続き
おこなっていく。

12,560,000

保健福祉部社会福
祉課地域福祉係

（理由）
活動実施地区割合：市町村域の100％（7小学校区で実施）
地域でもコロナ禍後の活動再開に向けて、意見交換の場をもつな
ど、今後の活動に向けて地域で創意工夫をおこなっていた。

高石市
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置事業

　ＣＳＷを配置し、関係機関との連携のもと、『いきいきネット
ワーク相談支援センター』を拠点として、要援護者等の見守り、
発見、相談支援等に取り組む。地域住民から寄せられる様々
な相談に応じることで、地域の要援護者等の福祉の向上と地
域福祉のセーフティネットの構築を図る。
　○コミュニティソーシャルワーカーの配置場所と配置人数：社
会福祉協議会・２名
　○ＣＳＷの役割：地域福祉活動計画の支援、セーフティネット
ワーク体制づくりの支援、要援護者等に対する見守り・相談・関
係機関へのつなぎ支援等々
　○業務内容：地域における高齢者、障がい者（児）、ひとり親
家庭など、援護を要する方の暮らしサポート窓口及び支援活動
を通じて、地域福祉の課題の把握・抽出など、計画的な推進に
資することにより、見守りネットワークの構築を図ること等を業
務活動とする。
　○その他参考事項：社会福祉協議会への補助事業

活動実施地区割合：市域の１００％（７小
学校区で実施）

高石市孤立ゼロプロジェクト事業（令和３年度
からの継続事業）によるアウトリーチ支援事業
へ継続的に参画し、積極的な訪問によるコロナ
５類感染症移行後における生活課題の発掘・
把握に努めるとともに、コミュニティカフェにも参
加し、孤立予備軍等の見守り支援やフレイル
解消支援など、生活支援コーディネーターとと
もに働きかけを行う。また、コロナ５類感染症移
行に伴う地域活動自粛解除により、地域活動
が徐々に戻りつつある中で、地域活動の更な
る活性化を目指し、地域役員などへ対し、地域
活動の必要性を積極的に訴えていく。

5,250,000

保健福祉部　社会
福祉課

（理由）
地域包括支援センターや基幹相談支援センター、生活困窮者自立支
援制度および権利擁護の相談支援員等との密な連携により、要援護
者の支援介入から同居人のひきこもり家族への支援など、法人内や
関係機関との役割分担を調整しながら、住み慣れた地域で在宅生活
が継続できるように務めた。また、新型コロナ貸付後の償還に係る
フォローアップ支援に伴い、生活困窮者自立支援センター職員と連携
し、暮らしサポートへの相談や伴走型支援などに取り組み、社会的孤
立防止に務めた。

藤井寺市
市民公益活動啓発冊
子

本市では「協働のまちづくり」基本指針に基づき、多様な主体に
よるまちづくりの実現に向けて、地域における福祉活動をはじ
めとする市民公益活動団体の活性化に取り組んでいる。
本事業では、市民公益活動団体の活動内容や魅力を紹介する
ことで、活動への参加を促すとともに、団体運営のアドバイスも
掲載し、市民公益活動団体の活性化を図る。
また、「協働のまちづくり」についても本冊子を通じて周知し、ま
ちづくりへの参加意欲の向上を図る。
発行部数　4,000部

冊子を発行することで、市民公益活動に
参加するきっかけづくりを行う。
多様な年代の市民に配布し、市民公益
活動への参加を促進し、活動を活性化
することにより、「協働のまちづくり」の実
現を目標とする。

冊子を発行することで、市民公益活動に参加
するきっかけづくりを行う。
多様な年代の市民に配布し、市民公益活動へ
の参加を促進し、活動を活性化することによ
り、「協働のまちづくり」の実現を目標とする。

140,272

https://www.cit

y.fujiidera.lg.jp/s

oshiki/shiminsei

katsu/kyoudouji

nken/kyoudou/k

yodo/12594.html

市民生活部　協働
人権課

（理由）
市の公共施設をはじめ、市民が集うイベントなどにおいても配布して
いる。

高石市 福祉バス運行事業

高齢化が進む中で地域で外出・移動の支援を必要とする人は
年々増加傾向にあり、高齢者等が安全で円滑に移動できるよ
う、移動手段を確保する必要があります。
本市におきましては、従前より市内老人福祉センターをはじめ
市内公共施設を利用される60歳以上の高齢者等を対象に、市
役所を起点・終点として福祉バスを運行しており、平成12年度
からは、本事業を業務委託し実施しております。また、平成19
年度よりふれあいゾーンを起点・終点とした福祉バスを増便し、
平成29年8月からは3台体制にて運行いたしております。運行
場所は、高石市内一円となります。本事業により高齢者等の移
動手段を確保することで、地域福祉及び高齢者福祉の向上に
資することを目的としております。

福祉バスの乗客数60,000人を基準とし、
当該年度の乗客数で達成率をみる。
ルート・ダイヤ等の見直しを行い、感染
対策を実施し、乗客数の増加を目指
す。

福祉バスの乗客数60,000人を基準とし、当該
年度の乗客数で達成率をみる。
コロナの5類移行に伴い、令和5年度は目標数
値を達成し、コロナ前の乗客数に近い数値と
なった。
また、停留所のベンチ整備等、利用しやすい環
境作りを進めた。
今後も感染対策、市民への広報・周知徹底を
行い、乗客数の増加を目指す。

25,202,400

http://www.city.

takaishi.lg.jp/kur

ashi/fukushi/ko

ureisya/1625703

397532.html

保健福祉部高齢・
障がい福祉課

（理由）
コロナの5類移行により利用者数が回復したため。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

グループ援助活動開催件数：375回、参加者数：6,446人、
個別援助対象者数：5,550人、延べ訪問回数：21,768回
（目標：グループ援助活動開催件数：200回、参加者数：
4,500人、個別援助対象者数：8,500人、延べ訪問回数：
27,000回）

◎

◆ケース会議件数：24件　相談件数：1,811件
（目標：ケース会議件数：20件、相談件数：1,600件）

◎

◆研修会開催回数：1回（27名参加）
（目標：研修会を1回実施予定）

◎

藤井寺市
小地域ネットワーク事
業

地域におけるボランティア活動等の住民の福祉活動への支援
及び地域住民が相互に協力し、要援護者に対して支援を行う
ためのネットワークづくりなど、地域の創意工夫によって多様な
福祉ニーズに対して、きめ細やかな支援を行う住民参加による
地域づくりを目的とする。
・小学校区福祉委員会　7箇所
・活動内容　　個別援助活動（独居高齢者・高齢者夫婦世帯へ
の個別訪問・見守り・声かけ等）　グループ援助活動（独居高齢
者・高齢者夫婦世帯を招いてのサロン等）
・市福祉委員連絡協議会への支援及び福祉委員対象研修会
の開催・運営支援。
・市社会福祉協議会への補助事業。コミュニティワーカー設置
数：３名。

・活動実施地区割合：市町村域の100％
（45地区中45地区全てで実施）
○ひとり暮らし高齢者の孤独感を防ぎ、
地域の身近な相談相手として支える。
○地域における福祉活動の組織化が推
進される。
○活動を通し、人材の発掘と養成の場
として、地域活動者を拡大する。

今年度は、食事を交えたサロン活動を再開した
ことで、活動の幅が広がり、より対象者の参加
を促進することができた。
令和5年度末で福祉委員の一斉改選が行わ
れ、令和6年度は新しい新体制になるため、新
任福祉委員向けの研修会を開催するなど、新
任の方への支援を行っていくように努めていき
たい。

13,101,000

健康福祉部　高齢
介護課

（理由）
コロナの影響により、昨年度から感染対策を行った上でのサロン活
動が徐々に再開されてきており、今年度は、食事を交えた活動につ
いて再開する地区も見られ、通常の活動に戻りつつあるように見受
けられた。今後も引き続き福祉委員、対象者も含めて、皆さまが不安
なく活動に参加できるように、支援を行っていきたい。

藤井寺市
コミュニティーソー
シャルワーカー配置
事業

制度の狭間や複数の福祉問題を抱え、縦割りの福祉制度では
対応困難な事案、既存の福祉サービスにおいても、対応困難
な事案の解決に取り組むコミュニティソーシャルワーカー
（CSW)を藤井寺市社会福祉協議会に配置し、地域における見
守り、発見、つなぎ機能の強化を図る。
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数　   2名
○コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容　   相談業
務・支援機関へのつなぎ・ケース会議の開催等

各種支援機関との連携を強化し、制度
の狭間や複数の福祉問題を抱える方の
支援に取り組んでいく。

ひきこもり状態が長期間に及ぶことで、使える
制度への繋ぎが難しく、選択肢が減ってしまう
傾向があるため、ひきこもり支援センターから
の後方支援や研修を通して、対応スキルの強
化や、他機関と連携した重層的な支援を行って
いきたい。

6,992,401

健康福祉部　福祉
総務課

（理由）
福祉委員会への出席や、コロナ貸付のフォローアップ事業担当者と、
ケースについて情報共有や必要に応じて対応を行うことで、適切な社
会資源につなぐことができた。
また、ひきこもり状態の方や、困窮リスクがあるケースを継続して見
守ることで、支援につながった。

藤井寺市 孤立死予防事業

孤立死に関する対応のため、民生委員児童委員等地域住民
から寄せられる相談に対し、福祉総務課が庁内の対象者情報
を集約の後、社会福祉協議会に提供可能な範囲で提供し、現
地へ急行させ、場合によっては、警察立会いの下、解錠を行
う。中長期的には、小地域ネットワーク活動も含め、地域福祉
活動の担い手が連携して、住民ひとりひとりが地域から孤立す
ることを防ぎ、予防のためのしくみづくりを進めるため、福祉委
員等を対象とした研修会を行う。また協力者拡大に向けて、民
間事業所も含めたネットワークづくりをすすめ、孤立死の防止
に努める。
　ここ数年はコロナの影響により、研修会の中止が続いていた
が、令和5年度は、地域福祉の担い手である区長、民生委員児
童委員、福祉委員、施設の職員等、様々な団体を対象に、見
守りやつながりをテーマとした研修会を開催し、地域内の見守
りの強化と孤立死防止に向けた多職種の連携強化を行う。

地域の区長、民生委員、福祉委員の方
などの地域福祉の担い手の方や施設職
員等、様々な職種を対象に研修会を実
施することで、地域の方との連携をさら
に強化し、孤立死防止に努める。

見守りや繋がりをテーマにした研修会を数年ぶ
りに開催できたことは、大きな成果となった。今
回は27名という参加人数にとどまったため、今
後は様々な団体に呼びかけることで参加者を
増やし、また講義だけではなくグループワーク
を実施することで、参加者同士が交流できる機
会も作っていきたい。

933,723

健康福祉部福祉総
務課

（理由）
安心して暮らせる地域づくりを目指して、「助け上手・助けられ上手」
をテーマにした、小地域ネットワークスキルアップ研修会を数年ぶり
に開催し、人同士の繋がりを構築することの大切さを学ぶ機会を作っ
た。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆三市合同災害ボランティア養成講座の開催。
（目標：三市合同防災フェア参加予定。）

◎

◆開催回数：１回
（目標：開催回数：1回）

◎

◆相談件数：延べ702件、研修受講者：1人　受講回数2回
（目標：延べ相談件数:400件、大阪府社会福祉協議会主
催研修の受講：全員が1回以上）

△

藤井寺市 地域福祉懇談会

地域における様々な生活課題を共通理解とし、それぞれの意
見を交わし共有するとともに、住民同士がつながり、地域の課
題に自主的に取り組めるようなきっかけ作りを目的とする。
講師を招き、テーマに沿った講演をしていただいた上で、各グ
ループに分かれ、課題に対してKJ法等でアプローチしていく。

業務上、地域福祉との関わりがない部
署においても、研修を通じてその垣根を
超えて理解を深めること。

今後も地域における様々な生活課題を共通理
解とし、それぞれの意見を交わし共有するとと
もに、住民同士がつながり、地域の課題に自主
的に取り組めるようなきっかけ作りを目指す。

30,506

健康福祉部福祉総
務課

（理由）
講師を招き、感染対策を行いながら各グループに分かれ、ワーク
ショップ形式による地域福祉に関する研修を開催することができた。

藤井寺市
災害ボランティア養成
事業

災害に対する備えとして、発災時に冷静な判断と的確な行動が
できるよう災害ボランティアの養成を図る。柏原市、羽曳野市、
藤井寺市の3市で、平時からの連携を強化し、情報共有を行
い、災害ボランティアセンター運営に備えたい。

三市社協合同による発災時に備えた連
携の強化。

ボランティア研修交流会（3回講座）の、第2回
「あ、それならわたしもできるかも　災害編」と、
三市合同災害ボランティア養成講座を合わせ
て実施したため、災害の個人ボランティアだけ
でなく、地域で活動されている民生委員や福祉
委員との交流の場にもなった。

1,050,482

健康福祉部福祉総
務課

（理由）
三市合同災害ボランティア養成講座を藤井寺市で開催。自衛隊大阪
地方協力本部の方に来ていただき、災害現場の様子や自衛隊の活
動内容のお話し、ロープの結び方や救急法などを学び、三市の交流
の場にもなった。
三市合同防災フェアは、開催されなかったため、参加なし。

泉南市
泉南市コミュニティ
ソーシャルワーカー
配置促進事業

高齢化や核家族化が進む中で地域で支援を必要とする人は
年々増加傾向にあり、こうした要援護者を早期発見し、必要な
支援を提供する必要がある。H28年度、コミュニティソーシャル
ワーカー（CSW）を配置し、要援護者に対する見守り・発見、相
談から適切なサービスへの「つなぎ」の体制づくりを通じて、高
齢者、障がい者、ひとり親世帯などの援護を要する者やその家
族等への支援を行い、地域の要援護者等の福祉の向上と地域
福祉のセーフティネットの構築を図る。
・実施体制：CSW配置人数　4名・配置場所　高齢福祉関係施
設1名 地域包括支援センター2名 医療施設1名

核家族化の進行や少子高齢化等、社会
構造の変化や経済不況などの要因によ
り、要援護世帯、要支援者を早期に発
見し、実情に応じた適切な支援を実施し
てきた。今後も継続して、CSWを中心と
した相談協力員による地域の体制作り
が重要である。

核家族化の進行や少子高齢化等、社会構造
の変化や経済不況などの要因により、要援護
世帯、要援護者を早期に発見し、実状に応じた
適切な支援を実施してきた。今後も継続して、
ＣＳＷを中心とした協力相談員による地域の体
制づくりが重要である。

12,115,000

https://www.cit

y.sennan.lg.jp/ka

kuka/fukushihok

en/chojushakais

uishin/tiikisien/1

640664320355.h

tml

福祉保険部長寿社
会推進課

（理由）
相談件数については、前年度を下回ったが、目標数値は上回った。
ＣＳＷによる各圏域ごとの地区ケア会議（各地区月１回開催）により、
相談案件や地域の要援護者の福祉課題の解決に寄与することがで
きた。
地域活動においては、1322回の事業等へ参加し、昨年度を上回っ
た。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆実施回数52回（月平均4.3回訪問）記録票作成
（目標：実施回数　年52回月4～5回訪問 記録票作成）

○

◆グループ援助活動開催件数：324回　参加者数：延べ
10,461人
（目標：グループ援助活動開催件数：480回、参加者数：延
べ15,000人）

△

◆実相談件数：907件　大阪府社協主催研修の受講：全員
が１回以上
（目標：実相談件数：1,200件　大阪府社協主催研修の受
講：全員が１回以上)

○

◆市内地区福祉委員会19地区で実施
（目標：市内地区福祉委員会19地区で実施)

◎

泉南市
泉南市高齢者等安心
生活支援事業

安否確認を必要とする高齢者等に、乳酸菌飲料を週1回配布
し、配達員が健康増進及び啓発チラシ等を持って伺い一声か
けて安否確認を行うとともに、自らの健康管理にも意識を向け
られるよう啓発を図る。また、対象者に異常等が見受けられた
場合においては、地域の見守りネットワークと連携を密にとり対
象者の救助・救済にあたる。

この見守り活動により安否確認と自らの
健康維持に努める意識向上を図るため
の介護予防啓発により対象がより自立
した生活が続けられる

当見守り活動により安否確認と、自らの健康維
持に努める意識向上を図るための介護予防啓
発により対象がより自立した生活が続けられ
る。
訪問した際に、少しでも異常を感じ取れることも
あるため、本事業の継続が必要である。

43,928
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福祉保険部長寿社
会推進課

（理由）
実績数値について、施設入所、入院等により利用者の減はみられる
ものの、月4～6回訪問でき、目標数値に達成したと考えられる。

泉南市
小地域ネットワーク推
進事業

概ね、小学校区単位で、地域の高齢者、障害者（児）及び子育
て中の親子などの要援護者を対象とした地域住民による支え
合い、助け合い活動を実施する。
（1）実施体制：社会福祉協議会への補助。コミュニティワーカー
を3名配置。
（2）実施地区数：9か所
（3）活動内容
①個別援助活動（見守り・声かけ訪問活動）
②グループ援助活動（いきいきサロン、世代間交流、子育て支
援事業）

活動実施地区割合：市域の100％
※10校区中2校区を1地区として活動し
ている地区があるため、実施地区として
は9か所）

活動実施地区割合：市域の100％
※10校区中2校区を1地区として活動している
地区があるため、実施地区としては9か所）
グループ援助活動は地域に浸透はしてはいる
が、新たな取り組み、担い手の確保などが今後
の課題となっている。

13,629,000

福祉保険部長寿社
会推進課

（理由）
活動件数、参加者共に昨年度を上回ったが、目標値は下回った。可
能な限りで、必要な見守り等活動を積極的に行い、地域福祉に寄与
することができた。

四條畷市
四條畷市コミュニティ
ソーシャルワーカー
配置事業

○制度の狭間や複数の福祉問題を抱えるなど、既存の福祉
サービスだけでは対応困難な事案の解決に取組むコミュニティ
ソーシャルワーカー（CSW)を市内３箇所に配置し、地域におけ
る見守り・発見・つなぎ機能の強化を図る。
○四條畷市社会福祉協議会に委託し、CSWを３名配置（市役
所福祉政策課1名・市民活動センター社会福祉協議会内1名・
グリーンホール田原内1名）
○CSWの業務内容①地域福祉の計画推進への支援に関する
こと。②地域活動のコーディネート、企画及び普及に関するこ
と。③セーフティネットの体制づくりに関すること。④要援護者等
に対する見守り・相談に関すること。⑤市への情報提供　⑥人
権尊重⑦自己研鑽

問題解決率：総相談件数の95％ ○既存の福祉制度では対応困難な事案に対
し、CSWが介入し、要援護者とともに考えること
で要援護者の孤立を防ぐことができる。また、
必要に応じて行政関係各課、地区福祉委員及
び民生委員等、要援護者を取り巻く支援者で
ケース会議を開き、要援護者の課題に対して
のチームで解決策を見出すことも期待される。
○CSWは、地域での活動の中で日常生活圏
域、サービス圏域、市町村圏域のネットワーク
の形成を目指し、地域での見守りや地域のつ
ながりの強化を図り、第3期地域福祉計画の基
本理念である「みんなの力で地域からつくる、
暖かみのあるまち」の具体化に向けて取り組
む。

16,116,000

健康福祉部福祉政
策課

（理由）
コロナ禍も一定、落ち着き、実績カウントの仕方も各地区で整理出来
ましたので、今度、令和５年度の実績目安に指標を検討していきたい
と思います。

四條畷市
四條畷市小地域ネッ
トワーク活動推進事
業

○地域の高齢者、障がい（児）者、及び子育て中の親子等自立
生活を行う上において支援を必要とする人々が安心して生活
できるよう、地域住民の参加と協力による支え合い、助け合い
活動を地区単位とする地域で推進することを目的とした地区福
祉委員会が行う個別援助活動、グループ援助活動及び地区福
祉委員会活動。○地区福祉委員会１９箇所で実施○活動内
容：①個別援助活動（ネット対象者に対する、概ね週２回以上
の見守り、安否確認、声かけ訪問活動等）②グループ援助活
動（月２回程度のふれあい会食会、いきいきサロン、世代間交
流活動、子育て支援活動、地域リハビリ活動等）○コミュニティ
ワーカー３名配置し、小地域ネットワーク活動に対する支援を
行う○市社会福祉協議会への補助事業として実施。

活動実施地区割合：22地区中19地区
（約86％）

小地域ネットワーク活動を未実施の地区が３地
区存在し、地区単位でのコミュニティが重要視
されている今般においては、早期に全地区が
実施できるように促進する必要がある。この
ネットワークを中心に、民生委員児童委員、
CSW、地域のボランティア、自治会及び地区福
祉委員等が参加し、地域の課題を共有する地
域支援体制づくりをより強化することを目指す。

8,914,000

健康福祉部福祉政
策課

（理由）
約86.4%の実施率。未実施の3地区については、古き町並みが残る地
域であり、普段からの付き合いも深いこともあり、あまり必要性を感じ
ていない様である。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆【個別ケース】相談実人数：79人、相談対象者別延べ件
数：3,291件、相談内容別延べ件数：6,060件
【研修参加】大阪府社協主催研修受講：2回
【研修会】開催回数：1回、参加人数：76人
【居場所支援】開催回数：12回、参加延べ人数：31人
【家族支援の会】開催回数：4回、参加延べ人数：17人
（目標：相談実人数：75人、相談延べ件数：2,000件、相談
内容：3,700件、大阪府社協主催研修受講：1人)

◎

交野市
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置促進
事業

【なんでも相談業務の充実】地域のセーフティネット体制の一環
として、地域の方々の身近な相談窓口を開設し、高齢者福祉・
障がい者福祉・児童福祉等の対象者や分野を問わない相談で
制度の狭間や複合多問題などの「どこに相談していいのか分
からない相談」に対応する総合相談（ワンストップ相談）を行う。
情報提供・つなぎから手続き同行等の直接支援まで個別支援
として行う。
【ひきこもりについての正しい理解にむけて、周知・啓発】ひきこ
もり支援は社会全体の課題であると位置付け、総合的な支援
を行うために社協内各事業との連携をしていく。さらに事業間
だけではなく各関係機関との従来から構築していたネットワー
クを活用し、CSWが中心的な役割を担い支援力を高めていく。
当事者とその家族の支援のため、居場所づくりを展開していく。
【福祉の困りごとを支えあう仕組みづくりの取り組みへの参画】
地域の中での個別の福祉課題の吸い上げを地域住民や関係
機関と顔の見える関係づくりをしながら誰もが孤立しない地域
づくりを目指す。
・ＣＳＷの配置人数及び配置場所内訳
　配置人数1名(社会福祉協議会1名)
・CSWの役割、業務内容
　問題の早期発見や社会資源開発、複合課題解決に向けて関
係機関との連携・協働、つなぎの支援、社会福祉法人・施設等
による地域貢献活動の協働、出前講座、ひきこもり研修、ひき
こもり当事者の居場所支援と当事者家族支援、こどもの外出
企画、ＳＳＷとの関係構築、事例の集約による施策提言

問題解決：つなぎ連携件数：95件、申請
支援件数20件

【個別ケース】
コロナ禍の中、相談件数増と支援継続のため
にCSW事業の周知啓発にさらに力を入れてい
く必要がある。今後も他機関との連携強化や、
出前講座やＳＮＳ等での情報発信を活用してい
く。不登校、ひきこもりに加え制度につながらな
い多問題を抱える相談対応の件数増もあり、
相談内容別件数が増となった。これらの多問
題ケースは明確なつなぎ先や資源が少ないこ
とから、1事例1事例の支援の対応時間が長時
間に亘り、相談内容の多様化から、長期的な
支援と他機関との連携が必要不可欠である。
関係機関との連携を深めて、高齢者福祉・障
がい者福祉・児童福祉等の対象者や分野を問
わない相談で制度の狭間や複合多問題など対
応する総合相談（ワンストップ対応）を強化し関
係機関と支援方針の検討をしていくこととする。
また既存の当事者や家族の居場所支援につ
いては、地域での活動拠点を増やし、誰もが気
軽に参加できる居場所づくりを展開する。
【会議・研修会】
CSW合同会議から企画された地域貢献連絡会
共催の子どもの外出イベントについては、今年
度は施設見学の企画を盛り込み前年度より申
込実績件数が増あった。今後もイベントを通
じ、関係機関や施設との連携と地域やこどもた
ちとのつながりを図っていく。また、会議の中で
情報共有の場、事例検討の場、勉強会を通じ、
課題をかかえるケースの相談支援や解決に向
けて、地域の専門職の支援力の向上と、新た
な地域資源の開発や既存の資源の再発掘、
ネットワークの構築など法人や組織を越えた繋
がりの強化を行う。ひきこもり研修会では、個
別相談や地域からあげられる課題やニーズか
ら研修内容も検討し、市民に対して社会問題
化している「不登校」や「ひきこもり」の問題や課
題について理解を深め、関係機関との支援の
連携強化とともに、より身近な地域で“ひきこも
りに悩む本人や家族”を早期に発見し適切な支
援につなげていく。

5,860,832

福祉部福祉総務課

（理由）
【個別ケース】関係機関とのネットワークの広がりにより他機関からの
相談件数が増。また多問題を抱える相談対応の件数もあり、全体的
に件数増となった。
【研修会】ひきこもりUX会議・行政と連携し、当事者、家族、支援者、
地域住民向けの研修を実施。前年度より参加人数が増となり、ひきこ
もりについての関心の高め、ひきこもりの取り組みについても幅広く
周知することができた。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

①グループ援助活動状況
　開催回数1,144回、参加者数22,116人、協力員数6,652人
②個別援助活動状況
　対象者数2,520人
　※コロナ禍が落ち着いたことから個別援助活動の実績
が減り、グループ援助活動の実績が増えた
③委員会活動状況
　広報紙の発行 9校区中9校区
　ホームページの活用 9校区中3校区
　SNSの活用 9校区中4校区
　総会・役員会の開催 9校区中9校区
　アクションプラン（行動計画）の推進 9校区中9校区
④後方支援活動状況（校区福祉委員会を主たる対象に開
催した会議・研修会・交流会等）
　開催回数12回、参加者数183人
　※回数・人数はすべて延べ数
（目標：①グループ援助活動状況
　開催回数1,051回、参加者数16,072人、協力員数4,558人
②個別援助活動状況
　対象者数7,500人
③委員会活動状況
　広報紙の発行 9校区中9校区
　ホームページの活用 9校区中3校区
　SNSの活用 9校区中4校区
　総会・役員会の開催 9校区中9校区
　アクションプラン（行動計画）の推進 9校区中9校区
④後方支援活動状況（会議・研修会・交流会等）
　開催回数12回、参加者数277人
　※回数・人数はすべて延べ数）

◎

交野市
小地域ネットワーク活
動推進事業

＜目的・内容＞
　交野市で暮らすすべての人が安心して生活できるよう、地域
住民の参加と協力による支え合い・助け合いを目的に、概ね小
学校区を単位とした校区福祉委員会を中心に小地域ネット
ワーク活動推進事業を展開するもの。
＜令和5年度 重点的な取り組み＞
　基本方針1.福祉のこころを育む
　基本方針2.ともに解決する仕組みをつくる
　基本方針3.幅広い地域福祉活動の担い手の発掘・育成を行
う
　基本方針4.自分らしい生き方を支援する
　基本方針5.地域を基盤とした防災・防犯活動を行う
＜小学校区数＞
　9校区
＜校区福祉委員会設置数＞
　9箇所
＜活動内容＞
　・個別援助活動（あいさつ・見守り・声かけ活動、友愛訪問活
動、ちょっとしたお困りごとの支援など）
　・グループ援助活動（いきいきサロン、子育てサロン、喫茶サ
ロン、健康体操、世代間交流活動、共生型サロン、
　　独居高齢者懇談会、ピンポンサロン、認知症サロン、パソコ
ン・スマホ教室、子どもの居場所づくりなど）
　・委員会活動（総会・役員会、各種研修会、広報活動等）
＜その他＞
　コミュニティワーカー 3名配置

活動実施校区割合：市町村域の100%（9
校区中9校区）

コロナ禍においては接触機会の制限からグ
ループ援助活動が大幅に縮小し、サロンに来
ていた方の見守り・安否確認として個別援助活
動を拡大させることができた。令和5年度はコロ
ナ禍が落ち着いたことからグループ援助活動
にかかる比重が大きくなり、個別援助活動は縮
小している。限られたマンパワーの中での活動
を考える上で、特に戸別訪問などの見守り活動
については民生委員児童委員が主で担ってお
られるため、校区福祉委員会としては居場所づ
くりなどのグループ援助活動に重きを置く、グ
ループ援助活動の中でも地域子育て支援拠点
がある地域では子育て支援を拠点に任せて他
の分野を充実させるなど、その地域の実情に
合わせた持続可能な活動のあり方を地域ごと
に検討していく。

25,272,000
http://katano-

shakyo.com/

福祉部福祉総務課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の感染法上の位置づけが５類に分類され
たことにより、参加を促す声かけがしやすくなったこと、サロンの内容
を大きく制限する必要が無くなったことから全体として以前の様相を
取り戻しつつあるため。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆延べ相談人数　3,894件
（目標：延べ相談人数　３，０２０件）

○

◆個別援助対象者数：１，０８４人、グループ援助活動開
催件数：９７２回
（目標：個別援助対象者数：８７０人、グループ援助活動開
催件数：１，０２０回）

○

◆回収率①５９８部、②２０１部
（目標：回収率①600部、②120部）

○

◆グループ援助活動開催件数：2,680件、のべ参加者数：
20,020人、個別援助対象者数：3,689人
（目標：グループ援助活動開催件数：2,800回、のべ参加者
数：16,000人、個別援助対象者数：5.000人）

○

大阪狭山市
コミュニティソーシャ
ルワーカー（ＣＳＷ）
設置事業

制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サー
ビスだけでは対応困難な事案の解決に取り組むＣＳＷを中学
校区単位で配置し、地域における見守り・発見・つなぎ機能の
強化を図る。
・ＣＳＷの配置人数　３名（社会福祉協議会３名）
・ＣＳＷの役割、業務内容　①要援護者に対する個別支援　②
市民や地域福祉関係団体・機関・行政のネットワークによる
セーフティネット体制づくり　③地域福祉計画への支援や地域
住民活動のコーディネート等

相談者のうち、既存の公的機関等に繋
ぐことができた人数
総相談人数の10％

上記のとおり地域における見守り・発見・つなぎ
機能の強化を図ることができた。今後も継続し
て取り組みを推進していく必要がある。

12,743,500

健康福祉部福祉グ
ループ

（理由）
延べ相談件数は目標数値を上回った。

大阪狭山市
小地域ネットワーク活
動推進事業

地域の高齢者、障がい者など自立生活を行ううえでさまざまな
支援を必要とする人が安心して暮らせるよう、地域住民の参加
と協力による支え合い、助け合いを概ね小学校区の地域で推
進することを目的に、地区福祉委員会を設置
・支援する市社会福祉協議会に対して事業補助など行う。（市
社会福祉協議会への補助事業）
・地区福祉委員会設置数　　９箇所
・活動内容
　①個別援助活動（見守り声かけ訪問活動、個別配食サービ
ス）
　②グループ援助活動（会食サービス、いきいきサロン活動）

地区福祉委員会９地区中、全地区で実
施

地区福祉委員会の９地区中、全地区で実施で
き、上記のとおり地域における見守り・発見・つ
なぎ機能の強化を図ることができた。今後も継
続して取り組みを推進していく必要がある。

27,803,634

健康福祉部福祉グ
ループ

（理由）
地区福祉委員会９地区中、全地区で実施できた。

阪南市
小地域ネットワーク活
動推進事業

阪南市地域福祉推進計画に基づき、公民協働による「市民み
んなの基本的人権を大切にする福祉のまちづくり」を推進する
ため、阪南市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）に配置
のコミュニティワーカーによる活動と８小学校区（１２校区（地
区）福祉委員会で実施）の小地域ネットワーク活動(個別援助・
グループ援助活動等)を支援し、身近な生活圏域における住民
主体の活動を支援する。
○校区（地区）福祉委員会（小地域ネットワーク活動の実施組
織）設置数　１２箇所
○活動内容
　・個別援助活動（くらしの安心ダイヤル〈日常見守り支援〉活
動、独居高齢者誕生日訪問活動、友愛訪問活動等）
　・グループ援助活動（独居高齢者等食事会、健康・体操教室
〈介護予防活動〉、サロン活動、地域回想法、世代間交流活動
等）
○その他参考事項
　市社協への補助事業（市社協において、小地域ネットワーク
活動のコーディネート等を担当するコミュニティワーカーを３名
配置）

活動実施地区割合：市町村域の１００%
（１２地区中１２地区）

「多様な居場所作り」をテーマに、まちなかサロ
ン・カフェ連絡会加盟団体や地域での居場所づ
くりに興味がある住民、専門職に向けて、
フォーラムを開催し、ネットワーク連絡会も併せ
て執り行うことができた。阪南市コロナフレイル
ゼロ運動にも位置づけることで、コロナ禍での
居場所作りや工夫について意見交換できた。
また改めて、平時に取り組んでいる地域活動
が住民にとって、様々な機能を持った居場所に
なっていることを活動者へ意味づける機会に
なった。コロナ禍において立ち上がった居場所
もあるのでカフェサロンの情報をわかりやすく
整理していく。

23,700,000

健康福祉部市民福
祉課

（理由）
個別援助対象者数は、目標に達しなかったが、コロナ禍の中でも感
染拡大防止対策を行った上でのサロン活動、個別訪問や電話での安
否確認など、工夫しながらできることに取り組み、のべ参加者数は目
標を達成した。 https://www.cit

y.hannan.lg.jp/ka

kuka/fukushi/shi

min_f/tiikifukusi/

1332985455391.

html

大阪狭山市

第５次大阪狭山市地
域福祉計画策定に係
るアンケート調査事
業

地域とのつながりの弱体化を背景に、介護、障がい、子育て、
生活困窮、ひきこもりなど福祉課題は多様化・複雑化していま
す。　地域福祉をめぐる今日的・将来的な課題等を踏まえ、地
域住民と行政、地域福祉を担う関係団体等がより一層連携・協
働する地域福祉のしくみづくりが必要であり、そのための地域
福祉がめざす目標の実現に向けて①市内の対象者(高齢者・
障がい者等)・②地域の支援者(民生委員・地区長・地区福祉委
員）に地域での支援体制・システムについて市内の現状やニー
ズを把握するべく、アンケート調査を①1,500名・②300名に実施
します。その内容を集計分析して計画で取り組む課題を検討
し、策定へ進めていきます。

集計したデータを基に、市内地域ごとの
ニーズや支援体制を把握する。

本アンケート調査の分析に基づき、市の施策・
計画・社会福祉協議会の活動などの地域福祉
推進を効率的に行う必要がある。

1,914,567

健康福祉部福祉グ
ループ

（理由）
計画策定に資する有意な部数の回収率となった。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆相談（のべ）件数：3,300件、大阪府社会福祉協議会等
主催研修の受講：４人中４人
（目標：相談（のべ）件数：4,000件、大阪府社会福祉協議
会主催研修の受講：4人中2人が1回以上）

○

◆市民活動を後押しするための場づくりや講座回数:１７
回
（目標：市民活動を後押しするための場づくりや講座回数：
７回)

◎

◆グループ援助活動(子育てサロン、いきいきサロン等）参
加者数：（延べ）3,724人、個別援助対象者数：（延べ）
17,238人
（目標：グループ援助活動(子育てサロン、いきいきサロン
等）参加者数：（延べ）1,730人、個別援助対象者数：（延
べ）16,300人)

◎

阪南市
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置促進
事業

　概ね４つの日常生活圏域における子育てから障がい者・高齢
者の総合相談窓口として、本市に２か所ある地域包括支援セ
ンターへコミュニティソーシャルワーカーを２名ずつ配置し、地
域における見守り・発見・つなぎ機能などセーフティネットを構
築するとともに、地域力の強化を図る。
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場所別
内訳　４名（地域包括支援センター４名）
○コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容
　くらしの安心ダイヤル事業（災害時要援護者登録制度）の推
進、高齢者・障がい者等福祉支援サービス、介護予防・健康増
進事業等の支援、地域拠点相談支援事業、ＣＳＷによるケア
推進事業など
○重層的支援体制整備事業との連携
　基幹的な役割を担うコミュニティソーシャルワーカーを地域包
括支援センターへ複数配置することで、受託事業者内での多
職種連携や人材育成などが進み、コミュニティソ―シャルワー
カーの機能強化が図られるとともに、重層的支援体制整備事
業の３つの支援「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支
援」の展開の推進が見込まれる。
○その他参考事項
　地域包括支援センター事業等との一体的委託事業（Ｒ３～Ｒ
８年度までの５か年契約）
　地域包括支援センター受託事業者（社会医療法人・市社会福
祉協議会）

問題解決率：総相談件数の50％ 令和３年度より、本市に２か所ある地域包括支
援センターにコミュニテイソーシャルワーカーを
各２名配置することにより、地域福祉ネットワー
ク活動を推進し、重層的支援体制整備の準備
を行ってきた。
また、泉州ブロックCSW連絡会に対面での参加
やスクールソーシャルワーカーとの交流会をは
じめ、多様な分野での意見交換や支援を行っ
た。
さらに、個別の訪問についても感染防止対策
に万全を期しつつ多機関と連携を進め、取り組
むことができた。

17,280,000

健康福祉部市民福
祉課

（理由）
新型コロナウイルス感染症の５類移行後も、感染防止対策を十分に
とり、積極的に相談業務等を行ったが、目標件数を下回ったが、サロ
ン・カフェの活動等に積極的に取り組んだ。
研修については、オンライン等を活用し、CSW全員が積極的に参加し
各々の知識の向上などに努めた。

https://www.cit

y.hannan.lg.jp/ka

kuka/fukushi/shi

min_f/tiikifukusi/

1333004236525.

html

阪南市 市民活動支援事業

　市民活動センターにおいて、社会活動、市民活動に参加した
いと思っている方に市民活動に関わる環境を作り、出会いの機
会の提供や市民活動の基礎知識を学ぶ機会を提供することに
より、「協働によるまちづくりの担い手」を増やし阪南市自治基
本条例及び阪南市総合計画に求められている「協働のまちづく
り」を効率的に推進することを目的とする。
　市民協働事業提案制度において、市民活動センターが中心
となり、協働事業を行いたいと思っている団体や個人の相談や
マッチング、採択後のフォローを行う。
　また、自由な発想で地域課題の解決や活性化のアイデアをコ
ンペ形式で提案するはんなん共創事業プランコンペを実施し、
提案のあったアイデアの伴走支援を行う。

市民活動センター利用者数：2,600人 団体の会員も高齢化していくなか、担い手の掘
り起こしや人材育成などデジタル支援を含め地
域活動の支援に努めていく。また、引き続き、
機関誌の発行、ＳＮＳを用いた情報発信を行う
とともに、市民活動センターが人と人がつなが
る場となるよう努めていく。

3,848,000

未来創生部　政策
共創室

（理由）
デジタルデバイド対策としてスマホ講座の実施や、活動者が繋がれ
る場づくりとして気軽に出店できる夢プラザマルシェや、活動団体同
士の交流会などを開催した。
また、自身の活動を知ってもらうため活動展示会や団体同士がつな
がる交流会などを実施した。

https://www.yu

meplaza.net/

島本町
小地域ネットワーク活
動推進事業

小学校区を単位とした小地域ネットワークにおいて、いきいき
サロン・子育てサロン・配食サービス・世代間交流事業・レクリ
エーション事業などの各事業を展開し、地域住民の交流・見守
り・支え合いの充実を図る。
①活動の担い手の確保及び連携、②要援護者の把握、③活動
の周知、④個別援助活動(配食サービス）、⑤グループ援助活
動（子育てサロン・いきいきサロン・世代間交流事業・レクリエー
ション事業）
○福祉委員会設置数　　4箇所
○その他参考事項　　　島本町社会福祉協議会への補助事業

課題解決率（参加者から聞き取った課
題を解決に導いた率）：１００％

新型コロナウイルス感染症が5塁に移行し、住
民の活動も平時に戻りつつあるため

7,113,419

健康福祉部福祉推
進課

（理由）
目標値を上回ったため
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆相談件数：（延べ）1,587件
（目標：相談件数：（延べ）690件)

◎

◆回答率：48.6％
（目標：回答率：50％)

△

◆延べ相談件数　576件
（目標：延べ相談件数　300件)

◎

◆12,244名
（目標：グループ援助活動延べ参加者数　10,000人)

◎

◆959件
（目標：延べ相談件数：500件)

◎

島本町
島本町コミュニティ
ソーシャルワーカー
配置事業

制度の枠にしばられずに公的なサービスや地域住民をまきこ
んだ支援を行うことのできるコミュニティソーシャルワーカーを
配置し、地域における見守り発見・つなぎ機能の強化を図る。
（社会福祉協議会に委託）
○コミュニティソーシャルワーカー配置人数：4人（兼務含む）

課題解決率（相談のうち、援助を求めて
いたケースについて専門機関へのつな
ぎや支援方針を示すことができた率）：１
００％

新型コロナウイルス感染症対策を行いつつ戸
別訪問などを実施した。今後も事業を継続して
いく。

6,222,507

健康福祉部福祉推
進課

（理由）
目標値を上回ったため

豊能町
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置促進
事業

制度の狭間や複数の福祉問題を抱えるなど、既存の福祉サー
ビスだけでは対応困難事案の解決に取り組むコミュニティー
ソーシャルワーカー（CSW）を配置し、地域における見守り、発
見、つなぎ機能の強化を図る。
〇配置人数　1名　〇校区数　2中学校区
〇配置場所　豊能町社会福祉協議会
〇役割・業務内容　町地域福祉計画の支援、住民活動の育
成・支援、相談事業、各種サービスの申請支援等
〇その他　町社会福祉協議会に委託して実施

相談件数のうち、専門機関につないだ
り、解決又は支援方針を示すことができ
た件数：相談件数45％

相談件数のうち、専門機関につないだり、解決
又は支援方針を示すことができた件数：(指標）
相談件数45%　（成果）42.5％
関係機関との連携をさらに密にし相談体制の
拡充を図る必要がある。民生委員や関係機関
はもとより、地域全体で日常的に高齢者等の
見守りを行える体制を強化し、さらにきめ細や
かなネットワークの構築を行っていく。また、社
会福祉施設と地域とのつながりを一層深める
ため、地区福祉委員会等と協働し事業の充実
を図っていく。

5,800,000

生活福祉部　福祉
課

（理由）
当初の目標を達成した。

豊能町
小地域ネットワーク活
動推進事業

地域の要支援者が安心して生活できるよう、地域住民の参加
と協力による支えあい、助け合い活動を小地域単位で推進す
る。
〇地域福祉委員会設置数　6箇所
〇活動内容
・個別援助（個別台帳の整備、見守り、声かけ、社協や地域包
括センターとの連携、ガイドヘルプ、家事援助等）
・グループ援助活動（公的制度等へのつなぎ、ふれあい会食、
いきいきサロン活動、世代間交流・子育て支援活動等）
〇その他　町社会福祉協議会への補助事業。小地域ネット
ワーク活動を支えるCWを2名配置。

小地域ネットワーク活動の実施割合：町
域の100％
グループ援助活動の実施地区割合：
100％（6地区中6地区）

小地域ネットワーク活動の実施割合：町域の
100%

グループ援助活動の実施地区割合：100%（6地
区中6地区）
活動の主体となる地区福祉委員会の担い手不
足が今後の課題である。地区福祉委員会代表
者・行政・社協（コミュニティワーカー）による会
議を継続実施し、各地域の取組みを共有する
とともに、地域の特性に合わせた持続可能な
事業を実施する。

13,800,000

生活福祉部　福祉
課

（理由）
当初の目標を達成した。

豊能町
専門職による福祉相
談事業

福祉全般に対する相談において、これまでは専門のケース
ワーカーを配置していない状態で対応していたが、等事業によ
り新たに専門のケースワーカーを配置して福祉相談支援室を
開設し相談業務を行っている。
〇配置人数　1名
〇雇用状況　週4日程度

相談件数のうち関係機関と連携を図る
割合：50％

相談件数のうち関係機関と連携を図る割合：
（指標）50％（成果）62.4％
生活困窮者自立支援事業担当者等関係機関
との連携が図れた。

5,065,862

生活福祉部　福祉
課

（理由）
当初の目標を達成した。

島本町
地域福祉に関するア
ンケート調査事業

町内在住の１５歳以上の方の中から無作為に抽出した１，５００
人を対象に「知育福祉」に関するアンケートを行い、地域福祉に
関するニーズや意識について把握することを目的とする。

住民の「地域福祉」に関するニーズや意
識を把握し集計・分析し、「第５期島本町
地域福祉計画」に住民の意見を反映さ
せる。

郵送回答に加えWEB回答も実施したが、目標
回答率にはいたらなかった。
回答により、地域福祉計画作成の際の基礎資
料となる、地域福祉に関するニーズや意識を把
握することができた。

1,690,832

健康福祉部福祉推
進課

（理由）
回答率が48.6％となり、目標にいたらなかったため。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆個別相談件数延べ163件
（目標：個別相談（延）件数200件以上)

△

◆4,300人
（目標：地区福祉委員会活動参加者数(延）4,000人)

○

◆グループ援助活動参加者1,746人・開催回数420回・延
べ個別援助活動対象者389名
（目標：グループ援助活動参加者7,500人・開催回数45回・
延べ個別援助活動対象者330名)

△

◆延べ相談件数215件・相談者数31人
（目標：延べ相談件数970件・相談者数40人)

△

◆年間相談件数　８７２件
（目標：６００件)

◎

能勢町
能勢町コミュニティ
ソーシャルワーカー
配置事業

　地域における高齢者、障がい者、ひとり親家庭等社会的援護
を要する者及びその家族・親族等が、住み慣れた地域で孤立
することなく、安心して暮らすことがきるよう、要援護者の早期
発見から支援につながるセーフティネットの構築を図るため、コ
ミュニティソーシャルワーカーを配置することにより、地域の要
援護者の自立生活の支援と福祉の向上に資する。
〇実施体制　ＣＳＷ　社会福祉協議会3名、社会福祉施設3名
〇活動内容　①要援護者に対する個別援助、②「心配ごと相
談」への出席、③セーフティネット体制の維持など
〇その他参考　町社会福祉協議会（基幹型）・社会福祉施設へ
の委託事業

ＣＳＷとの個別相談を通じて、専門機関
につなぐこと等により、要援護者の課題
を解決、又は解決に近づいた相談案件
の解決割合を50％とする。

目標値には達していないが、相談のあった
方々に寄り添い、必要な支援に繋げていくこと
ができた。
次年度は個別のポスティング等を実施し、周知
に努める。

7,200,000

福祉部福祉課（福
祉担当）

（理由）
周知・啓発活動に取り組み、増加傾向にあるが周知不足により目標
値に達していない。

能勢町
能勢町小地域ネット
ワーク活動推進事業

地域の高齢者、障がい者等が自立生活を行う上において、支
援を必要とする人々が安心して生活できるよう、地域住民の参
加と協力による支え合い、助け合い活動を小地域で行うことを
目的に体制を整備する。
〇地区福祉委員会　6か所
〇活動内容　地区福祉委員会委員長会議の開催、研修会へ
の参加、新地域サロンの開発、地域ボランティアの発掘、個別
援助活動（友愛訪問による高齢者見守り）、グループ援助活動
（いきいきサロン、世代間交流活動）
〇その他参考事項　能勢町社会福祉協議会への補助事業、小
地域ネットワーク活動を行うＣSＷを２名配置。

地区福祉委員会活動の参加者数が前
年度実績を上回る地区数が50%以上に
なるよう取り組むものとする。

地域の住民が安心して生活できるよう、地域住
民が協力し支え合い助けあい活動を地区福祉
委員会が中心となり実施できた。また、CSW、
施設CSW、SCとも連携できた。今後、若者への
呼びかけを強化し参加者増加に努める必要が
ある。

15,300,000

福祉部福祉課（福
祉担当）

（理由）
新型コロナウイルス感染症が5類化し、制約を受けていた活動が再活
動し始めた、また、委員長会議、研修会も再開できた。

忠岡町
小地域ネットワーク事
業

社会福祉協議会（１か所）に対し、地域を小学校区毎（２校区）
に分け、地区福祉委員会（２か所）で実施。
地区福祉委員会が中心となり住民参加型地域福祉の発展の
ための調査研究、また、各事業の企画・実施を行うことを目的
とする。
・個別援助（独居高齢者戸別訪問・友愛訪問）
・グループ援助活動（サロン活動・昼食会）

自治会、老人クラブ等と町内の各団体と
連携し、事業展開に努める。また、地区
により活動状況に差異が生じているた
め、各地区の現状を把握したうえで、実
施可能な活動内容を検討するよう努め
る。

新型コロナウィルスの感染拡大以降、地域での
関わり方に変化が生じている。グループ援助か
ら個別援助へシフトしており、グループ援助活
動を活性化するために、安心安全な環境材料
が必要になっている。地域での高齢者の把握
に関しても、家族葬で非公開が増えおり把握が
より困難な状況になっていることから世相を反
映している結果と考える。全体的には活動は昨
年度より活性化しつつあり、今後の取組みに期
待する。

7,000,000

健康福祉部　福祉
課

（理由）
新型コロナウィルスが第5類になり、グループ援助活動の参加者や開
催回数は増加するものの、コロナ前に比べて減少している。逆に個
別援助活動はコロナ以降増加しており、グループから個別へシフトし
ている。

忠岡町 CSW配置事業

社会福祉協議会（1か所1名）に配置
町内の要援護者や各種福祉団体の要望を聞き、各種サービス
や制度の利用、各専門機関との連絡調整又は援助を町行政
や地域包括支援センターと共に行い、健康福祉セーフティネッ
トの構築を図る。
総合相談、研修・講習会開催、ケース検討会議、住民活動や
当事者活動のコーディネート、就労支援や社会復帰のための
自立支援等。

関係機関と連携強化をし協働で相談援
助を行い、相談件数の増加を見込むと
ともにCSWとしての役割を果たす。

金銭的生活支援関係は生活福祉資金や自立
相談支援機関等専門機関へ流れていく傾向が
年々強くあり、それらの相談は減少傾向にあ
る。コロナ以降引きこもりや精神疾患等の相談
が増加傾向にある。8050問題が顕著化してい
るが、40歳以降の就労支援施策が乏しく今後
も支援が厳しい状況が続く事が考えられるた
め、長期的な支援体制が必要である。

5,300,000

健康福祉部　福祉
課

（理由）
引き続きコロナ禍における支援施策や社協の生活福祉資金等の制
度、自立相談支援機関等に相談者が多く流れた。

熊取町
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置促進
事業

地域福祉の推進に向けた取り組みとして、住民の生活課題が
年々、複雑・多様化する中、課題の早期発見及び包括的な対
応が求められています。個別アプローチを行い、行政をはじめ
関係機関、事業所とのつなぎ役となるコミュニティソーシャル
ワーカー（ＣＳＷ）の重要性が増しています。総合的なマネジメ
ントを強化していくために、社会福祉協議会や、地域包括支援
センター、委託相談事業所などと継続した多機関が連携した包
括支援体制の充実が求められます。
●配置人数：２名
●配置場所：町健康福祉部生活福祉課内
●業務内容：生活支援、金銭・高齢介護等福祉全般について
の総合相談

要支援者へのセーフティネット体制を整
え、関係機関へつなぐことも含め、新規
相談者の問題解決率70％以上を目標と
する。

要支援者へのセーフティネット体制を整え、関
係機関へつなぐことも含め、新規相談者の問
題解決率70％以上を目標とする。

7,356,133

https://www.tow

n.kumatori.lg.jp/

soshiki/seikatsu_

fukushi/gyomu/

kaigo/2809.html

健康福祉部　生活
福祉課

（理由）
CSWの役割が段々と住民の方々に周知されてきたこと、また相談し
やすい窓口を提供できるように、他課との連携及び相談場所の工夫
等の柔軟な対応を心がけたため。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆利用登録者数186世帯・運行率85％・運転ボランティア
登録者数15名
（目標：利用登録数：165世帯・運行率85％・運転ボランティ
ア14名)

◎

◆ｸﾞﾙｰﾌﾟ援助活動開催数:607回、参加者数:12,681人、個
別援助対象者数:1,287人
（目標：ｸﾞﾙｰﾌﾟ援助活動開催数:1,100回、参加者数:15,500
人、個別援助対象者数:1,100人)

○

◆アンケート調査対象件数：校区福祉委員他　計1,000件
（目標：アンケート調査回収率　５０％)

◎

◆相談延件数：746件、住民懇談会：3回、ケース検討会：
15回
（目標：相談延件数：550件、住民懇談会：8回、ケース検討
会：20回)

○

◆参加者：茶話会（延べ137人）、世代間交流事業（延べ78
人）、見守り・声かけ運動（1回／月）
（目標：参加者：茶話会（延べ200人）、世代間交流事業（延
べ50人）、見守り・声かけ運動（1回／月）)

○

熊取町
小地域ネットワーク活
動事業

熊取町第4次地域福祉活動計画に基づき、校区・地区福祉委
員会が、各種団体の参加協力のもと、地域住民による支え合
い・助け合いの活動を進めている。また、地域ぐるみで防災・減
災活動（防災訓練やマップづくり等）に取り組み、防災意識を高
めている。●校区福祉委員会設置数：5ヶ所●地区福祉委員会
設置数(自治会単位）：39ヶ所●活動内容：グループ援助活動
（いきいきサロン等）、個別援助活動（見守り・声かけ活動等）、
その他、社会福祉協議会の補助事業（福祉講座・研修会等）●
小地域ネットワーク活動のコーディネート等を担当するコミュニ
ティワーカーを2名配置。

コロナ禍により小地域ネットワーク活動
の件数等が減少傾向となっているが、
福祉委員会等この2年間の経験を踏ま
え、開催時期や人数を調整し、各種活
動を行い対前年に対し、活動の増加を
見込んでいる。

地区福祉委員会活動も再開されたが、コロナ
により地域での集合型のの事業がストップして
いたこともあり、委員交代により、地域での引
継ぎができていない場合もあることから、地域
との連携を深めるとともに、地域での活動に必
要な情報提供や活動支援を行う必要がある。

14,088,981
http://www.kum

atorishakyo.or.jp

健康福祉部　生活
福祉課

（理由）
福祉委員会活動もコロナ渦と比較し、回復傾向となり町内各地区に
おいてサロン活動や世代間交流事業等も再開された。

田尻町

　高齢・障がい・子ども等の特定の属性や分野に限定されず、
制度の狭間の問題等既存の福祉サービスだけでは対応困難
な福祉課題に対応するため、町にコミュニティーソーシャルワー
カーを配置し、相談支援体制を充実する。また、災害弱者であ
る要援護者への支援体制を整え、地域福祉の向上を図る。（委
託先：田尻町社会福祉協議会）配置人数：１人、校区数：１

要支援者へのセーフティネット構築及び
個別相談事例を専門機関・相談支援員
等に100％繋ぐこと。

毎年、相談件数が増え続けている状況から当
該事業の必要性が認識できるとともに、町民へ
の周知が進んでいることが確認できる。現在、
ＣＳＷの配置人数は１名で行っているため、件
数増加により複数配置も視野に入れ検討する
ことが求められる。

4,981,345

民生部　子育て・地
域福祉課

（理由）
住民懇談会、ケース検討会共に目標には至らなかったが、総合的課
題が多く稼働率は上がった。
相談延件数については、大幅に上回ることができた。

田尻町

コミュニティーソー
シャルワーカー配置
事業

 住み慣れた地域で高齢者の自立生活を支援するため、地区
福祉委員会の活動を核に、地域住民が寝たきりや一人暮らし
高齢者等に対して見守り、声かけ訪問などを行う「小地域ネット
ワーク活動」
【具体的な実施事業内容】
見守り・声かけ運動（原則１回/月）、茶話会（５回/年）、世代間
交流事業（２回/年）、子育てサロン（３回/年）
校区福祉委員会設置数：１箇所
・個別援助活動（見守り、声かけ訪問等）、グループ援助活動
（茶話会、世代間交流事業等）
※田尻町社会福祉協議会に対する補助事業

茶話会や世代間交流事業等を田尻町
全地区を対象に行う。また、見守り・声
かけ運動についても、田尻町全地区で
行うことにより地域力を向上させる。

　茶話会や世代間交流事業等を田尻町全地区
を対象に行う。また、見守り・声かけ運動につ
いても、田尻町全地区で行うことにより地域力
を向上させる。

25,757,978

民生部　子育て・地
域福祉課

（理由）
見守り対象者の高齢化などに伴って、茶話会に参加できる方が減っ
てきている。
見守り対象者の見直しを行うなどして、茶話会参加者の掘り起こしを
進めている。

小地域ネットワーク活
動推進事業

熊取町 移送サービス事業

介護保険法で「要支援１・２」に認定されている方、「要介護」に
認定された方を除く75歳以上の単身世帯、または夫婦のみの
世帯で公共交通機関を利用することが困難な方に対して移送
サービスを行うことで、移送サービスの従事者についてはボラ
ンティアを募集し、共感できる活動や短時間でも手伝ってもらえ
る人材を増やすこと、セカンドキャリアの人々がそれぞれの経
験や知識・技術を生かせるような活動の機会を作ることを目的
に、地域福祉活動への参加者を増やすことで、担い手づくりの
底上げを行いながら、制度の狭間の課題に対する支援も行う。

事業利用登録希望申請者で登録対象
者の利用登録100％　運行率85％

利用申し込みが多い朝1番の便を車輛2台によ
り、運行回数を増やしたことにより、先約がある
ことによりお断りするケースの減につながった。
また、定例で運転ボランティアの情報交換会を
行うことで、利用者や運行上注意する点などの
情報共有を行うことができた。

3,958,000
http://www.kum

atorishakyo.or.jp

健康福祉部　生活
福祉課

（理由）
事業利用登録希望申請者で登録対象者の利用登録100％　運行率
前年度82.3%から85％に増

熊取町
地域福祉計画推進事
業

少子高齢化や核家族化、家族機能の変化、価値観の多様化な
ど社会情勢が大きく変化し、人と人とのつながりが希薄化して
いることが指摘され、これらの社会情勢により地域は様々な福
祉課題や生活課題を抱えており、地域福祉に対するニーズは
ますます高まってきている。このような課題に対し、行政のみな
らず、地域住民、社会福祉事業者、社会福祉活動の関係者等
の幅広い参画を得て、「助け合い」の実現を図ることが求めら
れている。また、社会福祉法第107条により「地域福祉計画」は
地域福祉を推進するために住民、社会福祉事業者、社会福祉
活動の関係者等の意見を反映させ、市町村が策定することが
規定されている。
○事業内容　・「地域福祉計画策定委員会の開催」　・「熊取町
地域福祉推進の評価等に関するアンケート調査」　・「社会福祉
事業所に対するヒアリング等調査」　・「小学校区別の地域福祉
ワークショップ」他アンケート集計、計画内容編集など。

アンケート調査回収率：５５％ アンケートによる率直な意見や提言を回収でき
たことで、「熊取町第４次地域福祉計画」の方
向性を重視しつつ、高齢者及び障がい者また
は子どもなど全ての人々が暮らし・生きがい・
地域を共に創り、高めあうことが出来る「地域
共生社会」の実現に向けた「熊取町第５次地域
福祉計画」を策定することが出来た。

593,700

https://www.tow

n.kumatori.lg.jp/

soshiki/seikatsu_

fukushi/gyomu/

kaigo/2807.html

健康福祉部　生活
福祉課

（理由）
アンケート調査対象者1,000件中、500件は町内の地域福祉関連団体
等に、残りの500件を無作為により抽出した住民の方々としたことによ
り回答率が上がり、結果目標回収率の50％を達成できた。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆相談件数629件、府社会福祉協議会主催研修の受講3
回
（目標：相談件数(延)1,000件、府社会福祉協議会主催研
修の受講：１回以上)

○

◆グループ援助活動活動開催件数：205回、参会者数
(延)：7,816名、個別援助対象者数(延)：1,886名
（目標：グループ援助活動開催件数：200回参加者数(延)：
7,000人個別援助対象者数(延)：1,700名)

○

◆延べ個別相談件数：831件　府社協主催研修の受講者
数：１人
（目標：延べ個別相談件数：2,690件　府社協主催研修の
受講者数：5人)

△

◆いきいきサロン活動：2,625人、見守り友愛訪問：228人、
世代間交流：1,409人
（目標：いきいきサロン活動：延べ3,000人、見守り友愛訪
問：延べ300人、世代間交流：700人、子育て支援活動：
300人)

△

岬町
コミュニティソーシャ
ルワーカー促進配置
事業

いきいきネット相談支援センターにコミュニティソーシャルワー
カーを促進し、地域における高齢者、障害者、ひとり親家庭な
ど援護を必要とするすべてのものまたは家庭等に支援を行い、
福祉の向上と自立支援するための基盤作りを行うとともに健康
福祉セーフティネットの構築を図る。
○コミュニティソーシャルワーカーの配置人数及び配置場所：１
名、岬町役場地域福祉課内
○コミュニティソーシャルワーカーの役割、業務内容：個別支
援、要援護者支援、住民活動の組織化、制度の狭間にある要
援護者からの相談対応(必要なサービスへつなぐ)、各種福祉
サービス利用支援など

コミュニティソーシャルワーカーの配置
により要援護者等に対する見守り・相
談・適切なサービスへとつなげるための
セーフティネット体制づくり、地域住民活
動コーディネートおよび要援護者とその
家族の組織化等の促進が期待される。

指標などはないものの、おおむね相談者に応
じ適切な対応各種サービス等への協働を遂行
している。地域に出向き民生委員・児童委員な
どの地域の相談の窓口から相談に応じた新た
な援護者に適切なサービスにつながるよう関
係機関との連携を図る。府社会福祉協議会主
催の研修を受講しスキルアップを図った。

3,928,734

しあわせ創造部地
域福祉課

（理由）
アウトリーチよる出張相談会の開催を実施し、地域に出向いた相談
体制を構築し、民生委員・児童委員や地区福祉委員との連携を行っ
た。また子どもから障害者、高齢者など幅広い相談の窓口での相談
が出来、また、連携や個別支援を行った。

岬町
小地域ネットワーク事
業

岬町社会福祉協議会への補助事業。一人暮らし高齢者等個別
の見守り訪問活動(小地域ネット)や自治区単位で集会所や老
人憩いの家などを活用し、いきいきサロンやコミュニティカフェ
などを開催し、高齢者や子どもなどに対する見守り、引きこもり
防止、地域とのつながりづくり等の支援を行う。また、小地域
(小学校区、自治区)を単位として要援護者一人一人を対象に
保健・福祉・医療の関係者と住民が協働して進める。
○地区福祉委委員(小地域ネットワーク活動の実施組織)組織
数：４カ所
○活動内容：個別援助活動(見守りネットワーク活動、見守り隊
キッズＥｙｅボランティアなど)グループ援助活動(ふれあい・いき
いきサロン、コミュニティカフェなど)

見守り、援助活動でひとり暮らしや寝た
きり高齢者世帯、障害者などが地域の
中で孤立することなく、安心して生活で
きるように地域住民による支え合い活動
が活性化し、あわせて地域における福
祉の啓発と住みよい福祉のまちづくりが
つながることが期待できる。
活動実施地区割合：町域の100%（4地区
中4地区で実施）

一人暮らし高齢者、障害者など誰もが地域の
中で安心して生活できるよう努めるため、地域
住民による見守り訪問活動やグループ援助活
動等を実施し、住みよい福祉の街づくり活動を
実施する。

8,500,000

しあわせ創造部地
域福祉課

（理由）
グループ援助の開催件数についてふれあいやつながりづくり等を目
的に、これまでの開催を継続しながら、新たな開催も行い活動を推進
した。個別援助活動については、つながりづくりや安否確認等を目的
に活動を推進した。グループ援助活動及び個別援助活動を推進した
ことで住みよい福祉の街づくりの推進を図った。

太子町
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置事業

身近な地域において、要援護者に対する見守り等の機能を強
化するため、社会福祉法人と行政（役場）にCSWを配置する。
・配置人数２名（社会福祉協議会１名、町役場１名）
・事業内容：高齢者、子育て世帯、障がい者、生活困窮者など
福祉全般に対して関わり、地域福祉のセーフティーネット・福祉
協働の体制づくり、要援護者等に対する見守り相談、情報提供
など。

問題解決率：相談件数の40％ 相談やニーズが複雑化・複合化していることか
ら、本事業を実施することで、個々の実情に応
じたサービスを提供することが可能となった。
今後、このサービスが途切れることなく持続可
能な福祉施策となり、セーフティネットから外れ
る住民が出ないよう町及び社会福祉協議会、
関係団体がさらに連携を密にしなければならな
い。 10,984,230

健康福祉部福祉介
護課

（理由）
相談件数は少なかったが、適切な支援を行うことができた。

太子町
小地域ネットワーク活
動推進事業

地域の高齢者、障がい者（児）及び子育て中の親子等自立生
活を行なう上において地域のつながりを必要とする人々が安心
して生活できるよう、地域住民の参加と協力による支えあい、
助け合い活動を概ね小学校区を単位とする地域において活動
を行う。
【具体的な事業内容】
・いきいきサロン活動（地区高齢者との交流）
・見守り友愛訪問活動(独居老人等訪問)
・世代間交流
・子育て支援活動

・いきいきサロン活動実施割合：町会・
自治会の70％
・見守り友愛訪問活動実施割合：町会・
自治会の30％
・世代間交流実施割合：地区福祉委員
会の100％
・子育て支援活動：前々年度に解散した
ため、新たに1サークルを支援

高齢者、障がい者（児）に限らず、地域住民の
皆が自立し、安全安心な生活を送るために、今
後も新たなサロン活動の発足が促されるよう事
業を継続する。

6,487,000

健康福祉部福祉介
護課

（理由）
「いきいきサロン活動」「見守り友愛訪問活動」が目標値に達成できて
いない状況である。コロナにより、外出の機会が減った高齢者でサロ
ンへ来ることが難しくなった参加者もいた。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆令和５年度中に地図の更新を1回行った。
（目標：令和５年度中に地図の更新を1回行う。）

○

◆相談件数606件・訪問件数延56件・ケース検討会延13
件
（目標：相談件数580件・訪問件数延80件・ケース検討会
延17件）

△

◆グループ援助活動開催件数延61件、参加者数延2,791
人、個別援助対象者数延4,339人
（目標：グループ援助活動開催件数延50件、参加者数延
1,000人、個別援助対象者数延5,200人）

○

◆協力会員45名、利用会員76名、相談件数延573件
（目標：協力会員55名、利用会員65名、相談件数延630
件）

△

◆グループ援助活動開催件数：354回、参加者数：6,701
人、個別援助対象者数：7,746人
（目標：グループ援助活動開催件数：280回、参加者数：
2,500人、個別援助対象者数：8,400人）

○

河南町
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置事業

コミュニティソーシャルワーカー配置等の状況
・配置人数　１人
・配置場所　河南町社会福祉協議会内
・業務内容　地域における高齢者・障がい者等の援護を要する
者等に対し、見守り・相談を行う。また、町に対し、援護を要す
る者等に係る情報提供や、セーフティネット構築等の支援活動
を行う。
なお、河南町社会福祉協議会においては、福祉活動を行う上
で、年々多様化する法律問題への対応策として、弁護士による
専門相談も実施している。（大阪弁護士会）

ケース検討会における課題解決率：
100％

相談件数は前年度に比べ減少しているが、
ケース内容については複雑化しており、専門性
の高い事案が多く発生している。コミュニティ
ソーシャルワーカーを必要とする住民や状況は
今後も増加すると思われる。限られた人員でよ
り良い対応を行うため、地域資源の活用や関
係機関との連携を一層深め、多様化する課題
に対し適切に対応すべく、弁護士への専門相
談も引き続き活用していく。

6,218,000

高齢障がい福祉課

（理由）
相談件数は目標値を上回ったが、訪問、検討会議については目標達
成に至らなかった。

太子町
地域福祉地図情報シ
ステム保守事業

生活に不安を抱く要支援者、それを支援する援助者等を地図
情報として整理し、地域福祉活動（災害時避難行動支援を含
む）を円滑に進める。

要支援者の更新と登録者名簿の整理
・名簿登録者：200名（対象要支援者の
20％）

社会福祉協議会の連携の下、集会所等に出向
くなど新たな要支援者の登録周知が図れた。
今後は支援者数の増加、支援内容の充実を図
るべく、手上げ方式に限らず広く制度の啓発が
可能な新たな施策を検討する。

517,000

健康福祉部福祉介
護課

（理由）
要支援者の更新と登録者名簿の整理
・名簿登録者：143名

河南町
小地域ネットワーク推
進事業

町内５地域に地区福祉委員会を設置し、この委員会を基盤とし
て、援護を必要とする人一人ひとりに対し、地域住民が中心と
なり、保険・福祉・医療の関係者と協働し、「支え合い」「助け合
い」の活動を常時行っていく。また、福祉活動において発生する
法律問題等に備え、弁護士による専門相談の受け皿を設け
る。
　具体的には、
（１）地区福祉委員会活動の充実（地区福祉委員会への活動助
成、研修会等の実施）
（２）小地域ネットワーク活動の推進（いきいきサロン、世代間交
流、見守り声かけ訪問など）
（３）小ネット感謝の集いの実施などを行い、コーディネーターを
２名配置する。　等

町内全域で（旧小学校区5地域）で、相
談事業・研修事業を実施する。

地域課題への対応に不可欠な地域の「支え合
い」、「助け合い」のネットワークをより拡充・強
化するため、今後も活動を継続していく。

16,819,000

高齢障がい福祉課

（理由）
グループ援助活動、及び参加者数について目標値を大きく上回った
ため。地域課題への対応に不可欠な地域の「支え合い」、「助け合
い」のネットワークをより拡充・強化するため、今後も活動を継続して
いく。

河南町
ラクチンライフサポー
ト事業

地域で活動できるサポーター（有償ボランティア）の育成・登録
を行い、日常生活で不安を感じながらもフォーマルサービスの
提供にまでは至らない状況にある住民の要請に応じて、情報
提供や派遣を行う。

協力会員を確保することで、利用者拡
大をし、幅広いサービス提供を目指し、
福祉課題の解決を図る。

引き続き協力会員の確保に努め、幅広いサー
ビスの提供を通じて、地域課題の解決につな
げていきたい。

3,007,000

高齢障がい福祉課

（理由）
協力会員については前年度と比べて減少したが、利用会員について
は増加した。

千早赤阪村
千早赤阪村小地域
ネットワーク活推進事
業

小学校区単位（３校区）で地域の高齢者・障がい（児）者・子育
て中の親子等の自立生活を行う上で、支援を必要とする人々
が安心して生活できるよう、地域住民の参加と協力による支え
合い、助け合い活動を実施する。
地域における問題の解決や住民相互の支え合い意識向上の
ため、地区福祉委員会ほか地区・自治会の協力で実施する福
祉活動（地域サロン活動、高齢者のつどい、世代間交流事業
等）や研修会を通じて福祉委員やボランティアの福祉力を高め
ることを目的とする。

活動実施地区割合：村域の100％ 　地区福祉委員会において、地域住民の協力
を得て、見守り・声かけ訪問活動等、個別支援
を実施した。また、地域福祉活動の活発化を図
るため地区単位のネットワーク活動を展開し、
住民参加と協力により、支えあい・助け合い活
動を目的としたグループ援助活動を実施した。

5,888,000

健康福祉部福祉課

（理由）
開催件数・参加者数は目標を達成しており、個別援助対象者につい
ても概ね目標値に近い数値である為。
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市町村名 事業名称 地域におけるニーズ、事業の目的及び内容 活動（アウトプット）指標の達成状況 達成状況 目標：成果（アウトカム）指標
実績に対する評価及び成果（アウトカム）指標

進捗への寄与等
事業費総額（円）

（一般財源等含む）
参考リンク 市町村の担当部署

■大阪府地域福祉・高齢者福祉交付金　令和５年度事業実績（地域福祉分野）

◆相談件数1,109件、府・府社協等主催研修の受講：1回、
人権研修の受講：2回
（目標：相談件数930件、府・府社協等主催研修の受講：6
回、人権研修の受講：3回)

○

千早赤阪村
千早赤阪村コミュニ
ティーソーシャルワー
カー配置事業

中学校区単位にある施設にコミュニティソーシャルワーカーを
配置し、地域における高齢者、障がい者、ひとり親家庭などの
援護を要するあらゆる者又はその家族・親族等の支援を行う。
実施体制：ＣＳＷ配置人数１名
配置場所：社会福祉協議会１名

相談件数の内、専門機関につないだり
解決又は支援方針を示すことができた
件数：総件数の60％

 福祉サービスや支援が必要でありながら、福
祉制度の狭間でサービスを受けることができず
にいる人などの相談にあたるとともに、問題等
の解決に向けて関係機関・専門家等につない
だ。また、要援護者のケース会議等に参加し、
把握したニーズの共有を図り、支援サービス等
の協議及び検討をした。
個別支援では、引きこもり等の地域で埋もれて
しまっているケースが多く、地域資源などのイ
ンフォーマルなサービスの活用が困難なニー
ズが増えてきている。
実施体制：CSW配置人数1名
配置場所：社会福祉協議会1名

5,160,000

健康福祉部福祉課

（理由）
相談件数は目標を達成しており、府・府社協等主催研修や人権研修
の受講についても概ね目標値に近い数値である為。
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